
未発生期

【情報収集】
・ 新型インフルエンザの対策等に関する国内外の情報を収集する。(厚

生労働省、農林水産省、外務省、文部科学省)

> 情 報収集源
/ 国 際機関 (WHO、0:E、国連食糧農業機関 (FAO)等)

/ 在 外公館

/ 国 立感染症研究所 :WHOイ ンフルエンザコラボレーティン

グセンター

/ 国 立大学法人北海道大学 :OIEリ フアレンスラボラトリー

/ 独 立行政法人動物衛生研究所
/ 地 方公共団体

/ 検 疫所

rこの物 外ヘノ

【インフルエンザに関する通常のサーベイランス】
・ 人 で毎年冬季に流行する通常のインフルエンザについて、指定届出

機関 (約5,000の医療機関)に おいて患者発生の動向を調査し、全

国的な流行状況について把握する。また、指定届出機関の中の約 500

・鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザに関する国内外の情報を

収集する。(厚生労働省、農林水産省、外務省、文部科学省)

> 情 報収集源
/ WHO、 OIE、 国連食糧農業機関 (FAO)

/ 在 外公館
/ 国 立感染症研究所:WHOイ ンフルエンザコラボレーティン

グセンター

V/ 国立大学法人北海道大学:OIEリ ファレンスラボラトリー

V/ 独立行政法人動物衛生研究所
/ 地 方自治体
/ 検 疫所

【家きんにおける高病原性鳥インフルエンザのサーベイランス】
・家きん、豚等におけるインフルエンザのサーベイランスを実施する。

(農林水産省、厚生労働省)
。 家 きん飼養者等からの異常家きんの早期発見 。早期通報を徹底する。

(農林水産省)
・渡り鳥の飛来経路や高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況に

関する調査を実施する。(環境省)

【通常のインフルエンザに対するサーベイランス】
。 人 で毎年冬季に流行する通常のインフルエンザについて、約5,000の

医療機関 (指定届出機関)に おける感染症発生動向調査による患者発

生の動向の週毎の把握を行うとともに、約500機関において、ウイル

【情報収集】

未発生期

の医療機関において、ウイルスの亜型や薬剤耐性等を調査し、流行

しているウイルスの性状について把握する。(厚生労働省)

インフルエンザによる入院患者及び死亡者の発生動向を調査 し、重

症化の状況を把握する。(厚生労働省)

学校等におけるインフルエンザ様症状による欠席者の状況 (学級 ・

学年開鎖、休校等)を 調査し、インフルエンザの感染拡大を早期に

探知する。(厚生労働省、文部科学省)

インフルエンザウイルスに対する抗体の保有状況の調査により、国

民の免疫の状況を把握する。(厚生労働省)

rハグーどハ感染=こつι― ま″ %ο ノ

誨離

スの亜型を検査する病原体サーベイランスを実施する。(厚生労働省)

インフルエンザ流行期におけるインフルエンザ関連死亡者数を把握

する。(厚生労働省)

・インフルエンザ薬耐性株サーベイランスを実施するとともに、WHOの

ノイラミニダーゼ阻害剤感受性モニターネットワークによる諸外国の情報

収集を実施する。(厚生労働省)

【鳥インフルエンザの人への感染に対するサニベイランス】
・鳥インフルエンザ (H5Nl)や その他の鳥インフルエンザ (四類

感染症)の 人への感染について、医師からの届出により全数を把握

する。(厚生労働省)
・国内における新型インフルエンザ発生を迅速に把握するため、NE

SID(感 染症サーベイランスシステム)疑 い症例調査支援システ

ムによるサ=ベ イランスを実施する。(厚生労働省)
・ ウイルス株情報を収集するウイルス学的サ‐ベイランスを実施す

る。(厚生労働省)

【新型インフルエンザの国内発生に備えたサーベイランス】
・新型インフルエンザ発生時から開始するアウ トブレイクサーベイラ

ンス、パンデミックサーベイランス、予防接種副反応迅速把握システ

(肖1除)



【調査研究】
・ 新型インフルエンザの国内発生時に、迅速かつ適切に積極的疫学調

査を実施できるよう、専門家の養成や都道府県等との連携等の体幽

整備を図る。(厚生労働省)
・ 通 常のインフルエンザ及び新型インフルエンザに関する疫学、臨床、

基礎研究や検疫等の対策の有効性に関する研究を推進し、科学的知

見の集積を図る:(厚生労働省)

【継続的な情報提供】
・ 新 型インフルエンザに関する基本的な情報や発生した場合の対策に

ついて、各種媒体を利用し、継続的に分かりやすい情報提供を行う。

(厚生労働省、内閣官房)
・ 手 洗い、うがい、該工二立ツトなど、通堂のインフルエンザに対し

ても実施すべき個人レベルの感染予防策の普及を図る。(厚生労働

生

【体制整備L
・_■ ミュニケーシヨンの体制整備として以下を行う。(厚生労働省、内

閣官房)

1新型インフルエンザ発生時に、発生状況に応じた国民への情報提供の

内容 (対策の決定プロセスや対策の理由、対策の実施主体を明確にす

る)や 、媒体 (テレビや新聞等のマスメディア活用を基本とするが、

前段階 未嬢 鰯

ム、臨床情報共有システムの対象医療機関基準を策定し、都道府県に

選定機関のリスト作成及び登録の実施を要請する。(厚生労働省)

【情報提供体制の構築】

・都道府県等とメールや電話等を利用して緊急に情報を提供できるシ

ステムを構築する。(厚生労働省)

情報の受取手に応じ、利用可能な複数の媒体 ・機関を活用する)等 に

ついて検討を行い、あらかじめ想定できるものについては決定してお

く。

> ―元的な情報提供=2う ためlL上報を集約して分かりやすく継

続的に提供する体制を構築する(広報担当官を中心としたチーム

の設置、コミュニケーシヨン担当者間での適時適切な情報共有方

法の検討等)。

> 常 に情報の受取手の反応や必要としている情報を把握し、更なる

情報提供に活かす体制を構築する。

> 地 域における対策の現場となる地方公共団体や関係機関等とメ

ールや電話を活用 して、さらに可能な限り担当者間のホットライ

ンを設け、緊急に情報を提供できる体制を構築する。さらにイン

ターネット等を活用した、リアルタイムかつ双方向の情報共有の

あり方を検討する。

> 新 型インフルエンザ発生時に、国民からの相談に応じるた亀 国

のコールセンターを設置する準備を進めるとともに、都道府県 ・

市区町村に対し、コールセンターを設置する準備を進めるよう要

請する。
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前段階 未魏 鰯

・新型インフルエンザの発生段階ごとの国民への情報提供内容や媒体

の検討を行う。また、新型インフルエンザの発生状況等についてメデ

イア等への十分な説明を行うため、広報担当官を置く。(厚生労働省)
:各 省庁や関係団体のウェブサイト、Q&Aの 作成、各種広報笠を通じ、

新型インフルエンザ対策に関する情報提供を行う。また、新型インフ

ル土ンザの発生時に備え、国内外のネットワーク等のうち、情報提供

に利用可能な媒体 ・機関について検討する。(関係省庁)

【鳥インフルエンザ発生等の場合の情報提IA■
・国内

‐
C・家きん等に高病原性鳥インフルエンザが発生した場合や鳥イン

フルエンザの人への感染が確認された場合、発生した地方自治体と連

携し、発生状況及び対策について、国民に積極的な情報提供を行う。

(厚生労働省、農林水産省、環境省)
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【在外邦人への情報提供】
・在外邦人に対し、海外での家きん等における高病原性鳥インフルエン

ザの発生状況や鳥インフルエンザの人への感染状況について情報提

供、感染予防のための注意喚起 (養鶏場や生きた鳥が売られている市

場への立入り自粛等)を 行う。(外務省、厚生労働省)
・ 国 内の各学校等に対し、鳥インフルエンザの発生国に留学して量る在

籍者に感染対策についての周知徹底するよう、要請する。(文部科学

生
。発生国の日本人学校で、家きんを飼養している者に対し、家きんと野

鳥との接触を避けるよう、周知徹底を行う。(文部科学省)__

【家きん 。輸入動物における高病原性鳥インフルエンザの防疫対策】

(国内での発生予防)
・ 家 きん疾病小委員会において防疫対策を検討するとともに、高病原性

鳥インフルエンザに関する特定家畜伝染病防疫指針に基づき、対応す

る。(農林水産省)
。高病原性鳥インフルエンザ発生国からの入国者の靴底消毒、車両の消

毒等を実施する。(農林水産省)
・国内飼養家きんの発生予防対策として、農場段階における人や車両の

消毒、野鳥の進入防止対策等の衛生管理の徹底を指導する。(農林水

産省)
・高病原性鳥インフルエンザが急速に拡大し、迅速なまん延防止措置が

困難となる事態に備えて、緊急接種用の家きん用のワクチンを備蓄す

る。(農林水産省)
。高病原性鳥インフルエンザの防疫対策として必要となる資器材 (イン

フルエンザ迅速診断キット、マスク等)を 確保するとともに、一般国
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前段階 恭 留 窃

民の需要急増が予測され る衛生資器材等 (消毒薬、マスク等)の生産 ・

流通 ・
‐
在庫等の状況を把握する仕組みを確立する。(農林水産省、厚

生労働省)
・学校 。家庭を含めて家きんを飼養している者に対して、家きんと野鳥

との接触を避けるよう、周知徹底を行う。(文部科学省、厚生労働省、

農林水産省)

(国内で発生した場合の対応)
。都道府県に対して、感染家きん等への防疫措置 (患畜等の殺処分、周

辺農場の飼養家きん等の移動制限等)に ついて助言することにより、

感染拡大を防止する。(農林水産省)
・高病原性鳥インフルエンザが急速に拡大し、迅速なまん延防止措置が

困難となった場合には、必要に応じ、家きん用の備蓄ワクチンを使用

する。(農林水産省)
・殺処分羽数が大規模となる等、緊急に対応する必要があり、都道府県

による対応が困難である等やむを得ないと認められる場合には、都道

府県からの求めに応じ、自衛隊の部隊等による支援を行う。(防衛省)
・都道府県に対して、農場の従業員、防疫従事者等の感染防御 (ウイル

ス学的検査、マスク ・防護服等の使用、予防接種 ・抗インフルエンザ

ウイルス薬の予防投与等)に ついて必要な支援及び要請を行う。(農

林水産省、厚生労働省)
。家畜伝染病予防法 (昭和 26年 法律第 166号 )に 基づく患畜等に対す

る手当金に加え、互助基金や融資制度により、影響を受けた農家の経

営再開等を支援する。(農林水産省)
。発生確認後速やかL感 染経路究明チームを立ち上げ、感染源 ・感染経

路に係る調査を開始する。(農林水産省)
。発生情報について、OIEに 通報する。(農林水産省)
・防疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警戒活動等を行

rこの物 外ヘノ
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【対策実施のための準備】

(個人レベルでの対策の普及)
。 手 洗い、うがい、マスク着用、咳エチケット等の基本的な感染予防

策の普及を図る。またヽ自らが患者となつた場合の行動についての

理解促進を図る。(厚生労働省)

(地域 ・社会 レベルでの対策の周知)
。 新 型インフルエンザ発生時に実施され得る、患者の濃厚接触者の外

出自粛、学校 ・保育施設等の臨時休業、集会の自粛等の、国内での

感染拡大をなるべく抑えるための対策について周知を図る。(厚生労

働省)

(衛生資器材等の供給体制の整備)
・ 衛 生資器材等 (消毒薬、マスク等)の 生産 。流通 ・在庫等の状況を

″慶″ 未発生期

う。(警察庁)
・ ペ ット鳥取扱業者や、動物園等において、濃厚に鳥と接触する飼育者

等E墨 常が認められた場合には、健康チェック等を行うよう都道府県

に要請する。(厚生労働省)

(輸入動物対策)
・輸入された鳥が、国内において感染鳥であったこと力諄1明した場合に

は、関係する自治体と連携し、追跡調査等を実施する。必要に応じて

殺処分等の措置を行う。(厚生労働省)
・高病原性鳥インフルエンザの発生国からの生きた鳥類、家きん肉等の

輸入を停止する。(農林水産省、厚生労働省)
・輸入可能な国・地域からの鳥類・家きん肉等の輸入に関しては、高病

原性鳥インフルエンザに係る無病証明等を輸出国衛生証明書により

確認立るとともに、家きん・家きん肉等は検疫を実施し、侵入を防止

する。(農林水産省、厚生労働省)

【人への鳥 ・新型インフルエンザの感染防止策】

把握する仕組みを確立する。(厚生労働省)

(水際対策)
・ 水 際対策関係者のために、インフルエンザに関する基礎的知識の習

得のための研修を行うとともに、個人防護具、感染対策に必要な資

器材の整備を行う。(関係省庁)

。 新 型インフルエンザの発生に備え、入国者の検疫の強化、検疫飛行

場及び検疫港の集約化、航空機や船舶の運航自粛の要請等の水際対

策の実施に係る体制整備を進める。(関係省庁)。

・ 感 染 したおそれのある者を停留するための集約海空港の周囲の宿泊

施設の確保を進める。(厚生労働省)

, 検 疫の強化の際に必要となる防疫措置、入国者に対する疫学調査等

について、検疫所、地方公共団体その他関係機関の連携を強化する。

(厚生労働省)

rトグーどハ感染=こつι'α切 勝 表 物 %。 ノ
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(水際対策)
'水 際対策関係者のためのマスク、ガウン等の個人防護具、感染対策に

必要な資器材の整備を行う。(関係省庁)

新型インフルエンザの発生に備え、感染したおそれのある者を停留す

るための宿泊施設の確保を進める。(厚生労働省)

・検疫所は、鳥インフルエンザ (H5Nl)に ついて、サーモグラフィ
ー等を用いて入国者の体温を計測することにより、有症者の早期発見

に努めるとともに、有症者の対応に必要な備品t検査機器等を十分整

備し、検疫法 (昭和第26年法律第201号)に 基づく診察、健康監視、

都道府県知事への通知等水際対策を強化する。(厚生労働省)

(国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応)
・都道府県等に対し、必要に応じて、疫学、臨床等の専門家チームを派

遣する。(厚生労働省)

rトクーとハ隷 |こっι〕秘 まとめる。ノ



未発生期 讚機 未発生期

防疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警戒活動等を行

う。(警察庁)

鳥インフルエンザ感染が疑われる者 (有症状者)に 対しては、出国自

粛を要請する。(厚生労働省)

国内発生情報について、国際保健規則 (lHR)に 基づき、WHOヘ

通報する。(厚生労働省)

ζ″必 移行)

【地域医療体制の整備】
' 医療体制の確保について具体的なマニュアル等を提供するなど、日本

医師会等の関係機関と調整し、都道府県等に対し必要な助言等を行うと

ともに、都道府県等の体制整備の進捗状況について定期的にフォロー

アップを行う。(厚生労働省)

1 都道府県笠が、原則として、2次 医療圏を単位とし、保健所を中心

として、地域医師会、地域薬剤師会、地域の中核的医療機関 (国立

病院機構、大学附属病院、公立病院等)を 含む医療機関、薬局、市

区町村、消防等の関係者からなる対策会議を設置し、地域の関係者

【地域医療体制の整備】
' 医療体制の確保について具体的なマニュアル等を提供するなど、関係機

関と調整し、都道府県等に対し必要な助言等を行うとともに、都道府県等

の体制整備の進捗状況について定期的にフォローアップを行う。(厚生労

働省)

,都 道府県が、原則として、2次 医療圏を単位とし、保健所を中心とし

て、地域医師会、地域薬剤師会、国立病院機構や大学病院等を含む医

療機関、薬局、市区町村、消防等の関係者からなる対策会議を設置し、

地域の関係者と密接に連携をとりながら地域の実情に応じた医療体

未発生期

と密接に連携をとりながら地域の実情に応じた医療体制の整備を推

進するよう支援する。(厚生労働省、消防庁)

。 発 生時の地域医療体制の確保のために、平素から地域の医療関係者

との間で二量生塾の医療提供体制について協議、確認を行うことなど

を、都道府県等の行動計画に具体的な内容を定めておくよう必要な助

言等を行う。また、都道府県等の意見を踏まえ、都道府県等の要請に

応じて対応した場合における被災補償等の医療従事者が不利益を被ら

ない工夫について検討を行う。(厚生労働省)

。 都 道府県等に対し、帰国者 ・接触者相談センター及び帰国者 ・接触

者外来の設置の準備や二感染症指定医療機関等での入院患者の受入

奎造を進めるよう要請する。また、一般の医療機関においても、新

型インフルエンザ患者を診療する場合に備えて、個人防護具の準備

などの院内感染対策等を進めるよう要請する。(厚生労働省)

【国内感染期に備えた医療の確保】
。 国 内感染期に備え、都道府県等に対し、以下を要請する。(厚生労働

省)

> 全 ての医療機関に対して、医療機関の特性や規模に応じた診療継

続計画の作成を要請し、その作成を支援すること。

> 地 域の実情に応じ、感染症指定医療機関等のほか、公的医療機関

等 (国立病院機構、国立大学附属病院、公立病院、日赤病院、済

生会病院、労災病院等)で 入院患者を優先的に受け入れる体制を

整備すること。

前段階 表 耀 〃

制の整備を推進するよう支援する。(厚生労働省、消防庁)

都道府県等に対し、発熱外来を行う医療機関等の準備や感染症指定医

療機関等 (感染症指定医療機関及び結核病床を有する医療機関等)の

整備を進めるよう要請する。(厚生労働省)

【まん延期の医療の確保】
, 第二段階のまん延期に備え、都道府県等に対し、次の点について要請

する。(厚生労働省)

> 全 ての医療機関に対して、医療機関の特性や規模に応じた皇業

継続計画の作成を要請し、支援すること。また、医療機関にお

ける使用可能な病床数を塾墓すること。

> 地 域の実情に応じ、感染症指定医療機関等のほか、公的医療機

関等 (公立病院、日赤病院、済生会病院、国立病院、国立大学

附属病院、労災病院等)で入院患者を優先的に受け入れること。



未発生期

> 入 院治療が必要な新型インフルエンザ患者が増加した場合の医療

機関における使用可能な病床数 (定員超過入院を含む。)等 を把握

すること。

> 入 院治療が必要な新型インフルエンザの患者が増加し、医療機関

の収容能力を超えた場合に備え、公共施設等で医療を提供するこ

とについて検討を行うこと。

> 地 域の医療機能維持の観点から、がん医療や透析医療、産科医療

等の常に必要とされる医療を継続するため、必要に応じて新型イ

ンフルエンザの初診患者の診療を原則として行わないこととする

医療機関の設定を検討すること。

> 社 会福祉施設等の入所施設において、集団感業が発生した場合の

医療提供の方法を検討すること。

・ 大 学附属病院に対し、患者対応マニユアルを作成するなど、地域の

医療機関等と連携しながら、新型インフルエンザの発生に備えた準

備を要請する。(文部科学省)

・ 地域感染期においても救急機能を維持するための方策について検討

を進める。また、最初に感染者に接触する可能性のある救急隊員等

搬送従事者のための個人防護具の備蓄を進めるよう各消防本部に要

請するとともに、必要な支援を行う。(消防庁)

【ガイドラインの策定、研修等】
。 新 型インフルエンザの診断、 トリアージを含む治療方針、院内感染

対策、患者の移送等に関するガイドラインの策定を行い、医療機関

讚難 榊

> 入 院治療が必要な新型インフルエンザの患者が増加し、医療機

関の収容能力を超えた場合に備え、公共施設等で医療を提供す

ることについて検討を行うこと。

> 地 域の医療機能維持の観点から、新型インフルエンザ患者に対

応せず、原則として、がん医療や透新医療、産科医療等の常に必

要とされる医療を重う医療機関の設定を検討すること。

> 社 会福祉施設等の入所施設において、集団感染が発生した場合

の医療提供の方法を検討すること。

大学附属病院に対し、患者対応マニュアルを作成するなど、地域の医

療機関等と連携しながら、新型インフルエンザの発生に備えた準備を

要請する。(文部科学省)

第二段階のまん延期においても救急機能を維持するための方策につ

いて検討を進める。また、最初に感染者に接触する可能性のある救急

隊員等搬送従事者のための個人防護具の備蓄を進めるよう各消防本

部に要請するとともに、必要な支援を行う。(消防庁)

【ガイドラインの策定、研修等】

新型インフルエンザの診断、トリアージを含む治療方針、院内感染対

策、患者の移送等に関するガイドラインの策定を行い、医療機関に周

に周知する。(厚生労働省)

・ 都 道府県等と協力し、医療従事者等に対し、国内発生を想定した研

修や訓練を行う。(厚生労働省)

【医療資器材の整備】
。 国 及び都道府県等は、必要となる医療資器材 (個人防護具、人工呼

吸器等)を あらかじめ備蓄 ・整備する。都道府県等に対し、感染症

指定医療機関等における必要な医療資器材や増床の余地に関して調

査を行つた上、十分な量を確保するよう、要請する。(厚生労働省)

【検査体制の整備】
・ 新 型インフルエンザに対する迅速診断キットの開発を促進する。(厚

生労働省)

。 都 道府県等に対し、地方衛生研究所における新型インフルエンザに

対するPCR検 査を実施する体制を整備するよう要請し、その技術

的支援を行う。(厚生労働省)

【医療機関等への情報提供体制の整備】
・新型インフルエンザの診断 ・治療に資する情報等を医療機関及び医療

従事者に迅速に提供するための体制を整備する。(厚生労働省)

rハグーと卜感染=こつι― 議 ″ %ο ノ

前段階 未発生期

知するこ(厚生労働省)

・都道府県等と協力し、医療関係者等に対し、国内発生を想定した研修

を行う。(厚生労働省)

【医療資器材の整備】
。 国 及び都道府県等は、第二段階のまん延期に備え、必要となる医療資

器材 (個人防護具、人工呼吸器、簡易陰圧装置等)をあらかじめ備蓄 ・

整備する。都道府県に対し、感染症指定医療機関等における必要な医

療資器材や増床の余地に関して調査を行つた上、十分な量を確保する

よう、要請する。(厚生労働省)

【検査体制の整備】
。新型インフルエンザに対する高感度検査キットの開発を促進する。

(厚生労働省)

・都道府県等に対し、地方衛生研究所における新型インフルエンザに対

するPC良 検査を実施する体制を整備するよう要請立五。(厚生労働

省)

【国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応】
・ 都 道府県等に対し、感染鳥類との接触があり、感染が疑われる患者に

対し、迅速かつ確実な診断を行い、確定診断がされた場合に、陰圧病



未発生期

(医療の項に項目統合)

【抗インフルエンザウイルス薬の科学的知見の収集 ・分析】
, 抗インフルエンザウイルス薬の効果や薬剤耐性についての研究や情

報収集を行う。(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄】
)諸 外国における備蓄状況や最新の医学的な知見等を踏まえ、国民の

45%に相当する量を目標として、抗インフルエンザウイルス薬の備

蓄を推進する。(厚生労働省)

新たな抗インフルエンザウイルス薬について、情報収集を行い、全

体の備蓄割合を検討する。(厚生労働省)

励 膠 未発生期

床の使用等感染対策を講じた上で、抗インフルエンザウイルス薬の投

与等による治療を行うよう、助言する。(厚生労働省)

都道府県等に対し、患者の検体を国立感染症研究所へ送付し、亜型検

査、遺伝子解析等を実施するよう要請する。また、検査方法について、

各地方衛生研究所で実施できるよう情報提供を行う。(厚生労働省)

都道府県等に対し、感染症法に基づく二類感染症である鳥インフルエ

ンザ (H5Nl)の 患者 (疑似症患者を含む。)に ついて、入院等の

措置を講ずるよう要請する。(厚生労働省)

積極的疫学調査を実施するとともに、都道府県等に対して、積極的疫

学調査や接触者への対応 (外出自粛の要請、抗インフルエンザウイル

ス薬の予防投与、有症時の対応指導等)、死亡例が出た場合の対応 (埋

火葬等)等 の実施を要請する。(厚生労働省)

【科学的知見の収集 ・分析】
'国 内で流通している抗インフルエンザウイルス薬の効果や薬剤耐性

についての研究や情報収集を行う。(厚生労働省)

【備蓄】
1諸 外国における備蓄状況や最新の医学的な知見等を踏まえ、国民の

45%に 相当する量を目標として、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

を推進する。(厚生労働省)
1新 たに開発されている抗インフルエンザウイルス薬について上、情報

収集や支援を行い、全体の備蓄割合を検討する。(厚生労働省)

在外公館における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を進める。(外

未発生期
・ 在 外公館における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を進める。(外

務省)

【抗インフルエンザウイルス薬の流通体制の整備】
・ 抗 インフルエンザウイルス薬の流通状況を確認し、新型インフルエ

ンザ発生時に円滑に供給される体制を構築するとともに、医療機関

や薬局、医薬品卸売業者に対し、抗インフルエンザウイルス薬の適

正流通を指導する。(厚生労働省)

務省)

【流通体制の整備】

抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を確認し、新型インフルエン

ザ発生時に円滑に供給される体制を構築するとともに、医療機関二企
業内診療施設を含む8)や薬局、医薬品卸売業者に対し、抗インフル

エンザウイルス薬の適正流通を指導する。(厚生労働省)

【研究開発】

(バンデミックワクチン)
。 新 型インフルエンザ発生後、ワクチン製造用のウイルス株がム定さ

れてから6か 月以内に全国民分のパンデミックワクチンを製造する
ことを目指し、細胞培養法など新しいワクチン製造法や、経鼻粘膜

ワクチン等の投与方法等の研究 ・開発を促進するとともに、生産ラ

インの整備を推進する。(厚生労働省)

(後段へ移行)

【ワクチン確保 ・供給体制】

(プレパンデミックワクチン)
。バンデミックワクチンの開発 ・製造には一定の時間がかかるため、そ
れまでの間の対応として、医・・F従 事者及び社会機能の維持に関わる者
に対し、感染対策の一つとして、プレバンデミックワクチンの接種を

【研究開発二製造 ・備董】

(パンデミックワクチン)
・ 新型インフルエンザ発生後、ウイルス株が同定されてから6か 月以

内に全国民分のパンデミックワクチンを製造することを目指し、細胞

培養法など新しいワクチン製造法や、経鼻粘膜ワクチン等の投与方法

等の研究。開発を促進するとともに、生産ラインの整備を推進する。(厚

生労働省)

・細胞培養等による製造体制が整備されるまでの間、鶏卵によるパンデ

ミックワクチンの製造体制において可能な限りの生産能力の向上を

図る。(厚生労働省)

(プレバンデミックワクチン)
。パンデミックワクチンの開発 ・製造には一定の時間がかかるため、そ

れまでの間の対応として、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者

に対し、感染対策の一つとして、プレバンデミックワクチンの接種を



行うこととし、その原液の製造 ・備蓄を進める。

(削除 (行動計画には記載しない。))

未発生期

(厚生労働省)

> ウ イルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい分離ウイルス株

の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直しを逐次検討

し、その結果に即して製造を行うとともに、プレバンデミック

ワクチン製造に必要な新しい分離ウイルス株の弱毒化やこれに

関連する品質管理等を国内で実施する体制の充実を図る。

(削除)

> プ レパンデミックワクチンについて、新型インフルエンザの発

生後、迅速な接種が行えるよう、必要量をあらかじめ製剤化し

た形で備蓄する。

(バンデミックワクチン)
・ 細 籠培養法等による製造体制が整備されるまでの間、鶏卵によるパ

ンデミックワクチンの製造体制において可能な限りの生産能力の向

上を図る。(厚生労働省)
・ パ ンデミックワクチンの審査のあり方について検討を行う。(厚生労

働省)_
・ 全 国民分のバンデミックワクチンを円滑に流通できる体制を構築す

前段階 為 留 ツ

行うこととし、その原液の製造 ・備蓄を進める。(厚生労働省)

平成 18年度 原 液約 1,000万人分備蓄 (ベ トナム株/イ ンドネシ

ア株)

平成 19年度 原 液約 1,000万人分備蓄  (中 国 ・安徹株)

1.000

> ウ イルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい分離ウイルス株

の入手状況に応じてウクチン製造用候補株の見直しを逐次検

討し、その結果に即して製造を行うとともに、プレバンデミッ

クワクチン製造に必要な新しい分離ウイルス株の弱毒化やこ

れに関連する品質管理等を国内で実施する体制の充実を図る。

> ワ クチン製造に必要な鶏卵等の確保など、プレパンデミックワ

クチンの製造に係る準備作業を進める。

(新規)

(新規)

(新規)

未発生期

る。(厚生労働省)
.細 胞培養法等の新しい製造法が開発され、全国民分のパンデミック

ワクチンを国内で速やかに確保することが可能となるまでは、輸入

ワクチンの確保の基本的考え方とそのプロセスについて定めてお

く。(厚生労働省)

【プレバンデミックワクチンの事前機種】

(後段へ移行)

【接種体制の構築】

(プレパンデミックワクチン)

(肖1除)

プレパンデミックワクチンの接種の対象となる医療従事者及び社会

機能の維持に関わる者の具体的な範囲や接種順位に係る考え方を平

素から整理しておく。プレパジデミックワクチンの機種が必要な者

の数を把握する。(厚生労働省、関係省庁)

都道府県等や業界団体と協議して、接種の役割分担 (実施主体、費

用負担等)、接種の枠組を策定し、予防機種法における法的位置づけ

を明確にするなど、発生時にプレバンデミックワクチンを速やかに

接種する体制を構築する。(厚生労働省、総務省、関係省庁)

讚難 未発生期

(新規)

【プレバンデミックワクチンの事前接種】

(略)

【接種体制の構築】

・都道府県。市区町村等と協力して、プレバンデミックワクチン及びパ

ンデミックワクチンの接種体制を構築する。(厚生労働省、総務省、

関係省庁)

・ ワ クチンの接種が円滑に行われるよう、国民的な議論を踏まえ、都道

府県や業界団体の協力を得て、接種の対象者到1順位を明らかにする.

(厚生労働省、関係省庁)

> プ レパン7‐三ツクワクチンの接種の対象となる医療従事者及び

社会機能の維持に関わる者の具体的な範囲や接種順位を策定す

生
> プ レバンデミックワクチンの接種が必要な者の数を把藁



未期

(バンデミックワクチン)
・ 全国民に対し、速やかにバンデミックワクチンを接種可能な体制を

構築する。(厚生労働省、総務省、関係省庁)

> 新 型インフルエンザの病原性が高く、感染力が強い場合、公費で

集団的な接種を行うことを基本として、都道府県等と協議して、

接種の役割分担 (実施主体、費用負担等)、集団的な接種の実施

基準等の接種の枠組を策定し、予防接種法における法的位置づけ

を明確にする。

> 接 種の実施主体が、医師会、事業者、学校関係者等と協力し、接

種に携わる医療従事者等や、接種の場所、接種の周知:=予約方法

等t接種の具体的な実施方法について策定できるよう、接種体制

の具体的なモデルを示すなど、技術的な支援を行う。

> 新 型インフルエンザ発生後の状況を想定した上で、状況に応じて

バンデミックワクチンの接種順位を決定する際の基本的な考え

方を策定する。

【情報提供】

上 新 型インフルエンザ対策におけるワクチンの役割や、供給体制 ・

接種体制、接種対象者や接種順位のあり方といつた基本的な情報に

ついて情報提供を行い、国民の理解促進を図る。(厚生労働省)

【プレバンデミックワクチンの事前接種】

上 プ レバンデミックワクチンの有効性 ・安全性に関する臨床研究等を

実施し、得られた結果の評価等に基づき、発生時に即時に第―線で対

応する医療従事者及び社会機能の維持に関わる者に対し、プレバンデ

ミックワクチンを新型インフルエンザの未発生期の段階で事前接碑

″ 未発生期

>全 国民を対象としたバンデミックワクチンの接種順位を検討す

る。

【プレバンデミックワクチンの事前接種】

プレパンデミックワクチンの有効性 。安全性に関する臨床研究等を

実施し、得られた結果の評価等に基づき、医療従事者及び社会機能の

維持に関わる者に対し、プレバンデミックワクチンを新型インフルエ

ンザの発生前に接種することについて検討を行う。さらに、安全性等

求 鑑

することについて検討を行う。さらに、安全性等の評価を踏まえ、プ

レバンデミックワクチンの事前接種を段階的に拡大していくことに
ついても検討を行う。(厚生労働省)

事前接種の検討結果を踏まえ、事前接種を実施する場合は、接種対

象者や接種の枠組等を整理し、適切に対応する。(厚生労働省)

(「コミュニケーション」の項 (前段)へ 移行)

【事業継続計画の策定促進】
・ 事 業者に対し、新型インフルエンザの発生に備え、職場における盛

染予防策、重要業務の継続や一
塑の業務の縮小について計画を策定

する等十分な事前の準備を行うよう要請するとともに、その準備状

況を定期的に確認する。特に社会機能の維持に関わる事業者による

事業継続計画の策定を支援する。(関係省庁)

・ 社会機能の維持に関わる事業者の事業継続を支援する観点から、新

型インフルエンザの発生時において弾力的に運用することが必要な

法令について、具体的な対応方針を検討する。(関係省庁)

【物資供給の要請等】
・ 地 方公共団体と連携し、発生時における医薬品、食料品等の緊急物

資の流通や運送の確保のため、製造 ・販売事業者、運送事業者等に対

脇解多未発生鼻
の評価を踏まえ、プレパンデミックワクチンの接種を段階的IF拡大し

ていくことについても検討を行う。(厚生労働省)

【情報提供体制の構築】

(略)

【事業継続計画の策定促進】
'事 業者に対し、新型インフルエンザの発生に備え、職場における盛塁
防止策、重要業務の継続ゃ不要不急の業務の縮小について計画を策定

する等十分な事前の準備を行うよう要請する。特に社会機能の維持に

関わる事業者による事業継続計画の策定を支援する。(関係省庁)



【社会的弱者への生活支援】
・市区町村に対し、第二段階のまん延期における在宅の高齢者、障害者

笠への生活支援 (見回り、介護、訪間看護、訪間診療、食事提供等)、

搬送、死亡時の対応等について、対象世帯の把握とともにその具体的

三鐘を検討するよう要請する。(厚生労働省)

【火葬能力等の把握】
・ 都 道府県に対し、火葬場の火葬能力及び一時的に遺体を安置できる

施設等についての把握 ・検討を行つておくよう要請する。(厚生労働

省)

し、緊急物資の流通や運送等を実施する体制の整備を要請する。(関係

省庁)

【社会的弱者への生活支援】
・ 市区町村に対し、

者への生活支援 (見回り、介護、訪間看護、訪問診療、食事提供等)、

搬送、死亡時の対応等について、対象世帯の把握とともにその具体

的手続きを決めておくよう要請する。(厚生労働省)

【火葬能力等の把握】
・ 都 道府県に対し、市区町村と連携し、火葬場の火葬能力及び一時的

に遺体を安置できる施設等についての把握 ・検討を行い、火葬体制

を整備しておくよう要請する。(厚生労働省)   ・

海外発生期 第

一

雄 海外発蜻

目的 :

1)ウ イルスの国内侵入をできるだけEE I「する。

2)国 内発生に備えて体制の整備を行う。

目的 :

1)ウ イルスの国内侵入をできるだけ遅らせ、国内発生の遅延と早期

発見に努める。

2)国 内発生に備えて体制の整備を行う。

対策の考え方 :

1)新 たに発生したウイルスの病原性や感染力等について十分な情報

がない可能性が高いが、その場合は、病原性 ・感染力等が高い場合

にも対応できるよう、強力な措置をとる。

2)対 策の判断に役立てるため、国際的な連携の下で、海外での発生

状況、ウイルスの特徴等に関する積極的な情報収集を行う。

3)国 内発生した場合には早期に発見できるよう国内のサーベイラン

ス ・情報収集体制を強化する。

4)海 外での発生状況について注意喚起するとともに、国内発生に備

え、国内発生した場合の対策について的確な情報提供を行い、地方

公共団体、医療機関、事業者、国民に準備を促す。

5)検 疫等により、国内発生をできるだけ遅らせるよう努め、その間

接種、バンデミックワクチンの製造開始等、国内発生に備えた体制

整備を急ぐ。



【政府の体制強化】
・ 海 外において新型インフルエンザが発生した疑いがある場合には、

内閣危機管理監が関係省庁と緊急協議を行い、内閣総理大臣に報告

するとともに、速やかに関係省庁対策会議を開催し、情報の集約 。

共有 ・分析を行うとともに、政府の初動対処方針について協議 ・決

定する。(内閣官房、全省庁)

。 wHOが フェーズ4の宣言を行つた場合には、内閣総理大臣及び全

ての国務大臣からなる政府対策本部を設置し、水際対策等の初動の

基本的対処方針について協議 ・決定する。(内閣官房t全 省庁)

。 wHOが フェーズ4の宣言を行つていない場合であつても、海外に

おいて新型インフルエンザが発生した疑いが強く、政府としての対

策を総合的かつ強力に推進する必要があると判断される場合には、

必要に応じ、内閣総理大臣が主宰し、全ての国務大臣が出席する「新

型インフルエンザ対策関係閣僚会議」を開催し、水際対策等の初動

の基本的対処方針について協議 。決定する。(内閣官房、全省庁)

。 政 府対策本部は、ウイルスの特性、感染拡大の状況等に応じ、専門

家の意見を踏まえ、更なる基本的対処方針を決定する。(内閣官房、

全省庁)

【国際間の連携】

(削除)

【政府の体制強化】
・海外において新型インフルエンザが発生した疑いがある場合には、内

閣危機管理監が関係省庁と緊急協議を行い、内閣総理大臣に報告する

とともに、速やかに 「新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関

する関係省庁対策会議」を開催し、情報の集約 ・共有・分析を行うと

ともに、政府の初動対処方針について協議 ・決定する。(内閣官房、

全省庁)
。wHOが フェーズ4の宣言を行つた場合には、内閣総理大臣及び全て

の国務大臣からなる 「新型インフルエンザ対策本部Jを設置し、水際

対策等の初動対処方針について協議 ・決定するざ(内閣官房、全省庁)

。WHOが フェーズ4の宣言を行つていない場合であつても、海外にお

いて新型インフルエンザが発生した疑いが強く、政府としての対策を

総合的かつ強力に推進する必要があると判断される場合には、必要に

応じ、内閣総理大臣が主宰し、金ての国務大臣が出席する 「新型イン

フルエンザ対策関係閣僚会議Jを開催し、水際対策等の初動対処方針

について協議 ・決定する。(内閣官房、全省庁)

・新型インフルエンザ対策本部は、諮問委員会の意見を踏まえ、水際対

策等に関する基本的対処方針を決定する。(内閣官房、全省庁)

【国際間の連携】
.新 型インフルエンザ等の発生状況について、国際機関等を通じて必要

海外発生親

・国際機関又は発生国からの要請に応じ、未発生期に編成した海外派遣

専門家チームの派遣を検討する。(外務省、厚生労働省、農林水産省)

・ 発生国に対しWHOが 行う支援への協力を行う。(厚生労働省、外務

省、関係省庁)

(削除)

第螂 僣 海外発犠

な情報を収集するとともに、発生国からの情報収集を強化する。(厚

生労働省、外務省、文部科学省)

> WHOコ ラボレーションセンター等との情報共有、協

上

> ウ イルス株の同定 ・解析に関する協力

> 当 該ウイルス株の入手

> 症 例定義の見直し,決定

国際機関又は発生国からの要請に応じ、未発生期に編成した専門家チ

ニムの派遣を検討する。(外務省、厚生労働省,農 林水産省)

発生国に対しWHOが 行う封じ込めへの協力を行う。(厚生労働省、

外務省、関係省庁)

国際的な連携強化を含む調査研究を強化する。特にワクチンや抗イン

フルエンザウイルス薬の開発等に関する連携 ・協力体制を構築する。

(厚生労働省、文部科学省、関係省庁)

【国際的な連携による情報収集等】
・ 海 外での新型インフルエンザの発生状況について、国際機関 (WHO、

OIE_鋤 __芸を通 じて必要な情報を収集するとともに、発生国からの情

報収集を強化する。(厚生労働省、外務省、文部科学省)

> ウ イルス株に関する情報

> 疫 学情報 (症状、症例定義、致死率等)

> 治 療法に関する情報 (抗インフルエンザウイルス薬の有効性等)



〃 艦

, 国 際的な連携強化を含む調査研究を強化する。特にワクチンや抗イ

ンフルエンザウイルス薬の開発等に関する連携 ・協力体制を構築す

る。(厚生労働省、文部科学省、関係省庁)

【国内サーベイランスの強化等】
・ 弓|き続き、インフルエンザに関する通常のサーベイランスを実施す

る。(厚生労働省)

(削除)                          |

(肖1除)

国内における新型インフルエンザ患者を早期に発見し、新型インフ

ルエンザの特徴の分析を行うため、全ての医師に新型インフルエン

ザ患者の届出を求め、全数把握を開始する。
幻

(厚生労働省)

新型インフルエンザ患者の臨床像を把握するため、入院患者の全数

把握を開始する。(厚生労働省)

感染拡大を早期に探知するため、学校等でのインフルエンザの集団

a感 染症法第 12条

第一月雛 海外発生期

【疑い症例調査支援システムによるサーベイランス等】
・ 引 き続き、疑い症例調査支援システムによるサTベ イランス、ウ丘ル

ス学的サーベイランスを実施する。

【新型インフルエンザの国内発生に備えたサニベイランス】
・ 感 染のみられた集団 (クラスター)を 早期発見するために、アウト

ブレイクサーベイランスを開始する。(厚生労働省)
・ 症 候群情報の集積により患者の発生を早期に探知するため、バンデ

ミックサーベイランスを開始する。(厚生労働省)

【予防接種副反応迅速把握システム】
・ プ レパンデミックワクチンの予防接種が開始された段階において、

予防接種の副反応についてリアルタイムに把握するため、予防接種

副反応迅速把握システムを開始する。lF3生労働省)

解 艦 ″

発生の把握を強化する。(厚生労働省、文部科学省)

【調査研究】
・ 新 型インフルエンザウイルス株を入手した段階で、国民の各年齢層

等における抗体の保有状況の調査を行うなど、対策に必要な調査研

究と分析を速やかに行い、その成果を対策に反映させる。(厚生労働

盆

【情報提供】

国民に対して、海外での発生状況、現在の対策、国内発生した場合

に必要となる対策等を、対策の決定プロセス、対策の理由、対策の

実施主体を明確にしながら、テレビ、新聞等のマスメディアの活用

を基本としつつ、関係省庁のホームページ等の複数の媒体 ・機関を

活用し、詳細に分かりやすく、できる限リリアルタイムで情報提供

し、注意喚起を行う。(関係省庁)

【コールセンターの設置】

Q&A等 を作成するとともに国のコールセンターを設置する。(厚生

労働省)

都道府県 ・市区町村に対し、Q&A等 を配布した上、住民からの一

般的な問い合わせに対応できるコールセンターを設置し、適切な情

報提供を行うよう要請する。(厚生労働省)

国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせ、地方公共団体

や関係機関等から寄せられる情報の内容を踏まえて、国民や関係機

関がどのような情報を必要としているかを把握し、再度の情報提供

第一離 海外発鱗

【情報提供】

各国の発生状況等を詳細に情報提供し、国民への注意喚起を行う。ま

た、関係省庁のホームページの内容等について随時更新する。(関係

省庁)

メディア等に対し、適宜、広報担当官から、海外の発生 ・対応状況に

ついて情報提供を行う。(厚生労働省)

【相談窓口の設置】

都道府県に対し、Q&A等 を配布した上、住民からの一般的な問い合

わせ●対応できる窓口を本庁又は保健所に設置し、適切な情報提供が
できるよう要請する。(厚生労働省)

国民からの相談に応じるため、コールセンターを設置する。(厚生労

働省)



〃 糊

に反映する。(厚生労働省)

【情報共有】
・ 地 方公共団体や関係機関等とのインターネット等を活用したリアル

タイムかつ双方向の情報共有を行う。(厚生労働省)

【相談窓日の設置】

(前段に移行 (略))

第=ガ僣 嘉務 髪 期

【相談窓口の設置】

(前段に移行 (略))

・ 国 内における新型インフルエンザ患者の発生に備え、都道府県等に

対し、以下を要請する。(厚生労働省)

> 患 者への対応 (治療 ・隔離)や 患者の濃厚接触者への対応 (外出

自粛要請三壁康観察の実施、有症時の対応指導等)の準備を進め

ること。

> 検 疫所から提供される入国者等に関する情報を有効に活用する

こと。

【感染症危険情報の発出等】
・ 新 型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フェーズ

4の宣言前であっても、感染症危険情報を発出し、不要不急の渡航

延期や退避の可能性の検討を勧告する。(外務省)
・ wHoが フェーズ4を宣言した等、海外での新型インフルエンザの

発生が確認された場合、感染症危険情報を発出し、渡航の延期を勧

告するとともに、在外邦人に対し、今後出国できなくなる可能性や

【感染症危険情報の発出等】
: 新型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フエーズ4

の宣言前であつても、感染症危険情報を発出し、不要不急の渡航延期

や退避の可能性の検討を勧告する。(外務省)
,wHoが フェーズ4を宣言した等、新型インフルエンザの発生が確認

された場合、感染症危険情報を発出し、渡航の延期を勧告するととも

に、在外邦人に対し、今後出国できなくなる可能性や現地で十分な医

,               ガ 郡 発生期

現地で十分な医療を受けられなくなる可能性、帰国に際し停留され

る可能性について情報提供を行う。(外務省)
・ 検疫所は、関墨機関と協力して、海外への渡航者に対し、新型イン

フルエンザの発生状況や個人がとるべき対応に関する情報提供及び

注意喚起を行う。(厚生労働省)

・ 事 業者に対し、発生国への出張を避けるよう要請する。また、海外

駐在員や海外出張者がいる事業者に対しては、関係省庁や現地政府

からの情報収集を行いつつ、速や力ヽ こ帰国させるよう要請する。(関

係省庁)

【水際対策】                      ´

(発生疑いの場合の対策開始)
・ 新 型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フェーズ

4の 宣言前であっても、質問票の配布等、検疫の強化により入国時

の患者の発見に努めるなど、水際対策を開始する。(関係省庁)

(検疫の強化)
・ 検疫の強化については、新型インフルエンザウイルスの病原性や感

染力、海外の状況等、当該時点で得られる情報を勘案して合理的な措

置を行う。なお、追加された情報や状況の変化等により、合理性が認

められなくなつた場合には、措置を縮小する。(関係省庁)

> 検 … いては 全ヽ入国者に対して航空 ・船舶会社等の協力を

得ながら、入国後に発症した場合の留意事項を記載した健康カー

ドを配布する。また、発生国からの入国者に対し、質問票の配布

第一″ 蒻

療を受けられなくなる可能性、帰国に際し停留される可能性について

情報提供を行う。(外務省)

・事業者に対し、発生国への出張を避けるよう要請する。また、海外駐

在員や海外出張者がいる事業者に対しては、関係省庁や現地政府から

の情報収集を行いつつ、速やかに帰国させるよう要請する。(関係省

庁)

【水際対策】

(検疫体制の強化)



解
22及び診留3等を実施し、有症者の隔鰐

4ゃ
感染したおそれのある

者の停留25,健康監視
26等

を行う。停留 ・健康監視等の対象とな

る者の範囲については、科学的知見を踏まえ決定する。質問票等

により得られた情報は、必要に応じて地方公共団体に提供する。

(厚生労働省)

停留を実施する場合には、厚生労働省の要請に基づき関係省庁間

で協議を行い、海外における発生状況、航空機 ・船舶の運航状況

等に応じて、国内検疫実施場所を指定し、集約化を図ることを検

討する。(厚生労働省、国土交通省)
/旅 客機等については成田、羽田(関西、中部及び福岡空港で、

貨物専用機については検疫飛行場での対応を検討する。

/客 船については横浜港、神戸港、関門港及び博多港で対応す

る。
/貨 物船については、検疫集約港以外の検疫港においても対応す

る。ただし、その積載物等により検疫港に入港することが困難

である場合には、感染拡大のおそれに留意しつつ、別途関係省

庁において対応を検討するものとする。

航空機 ・船舶の長から、検疫所に対して発熱、咳など、健康状態

に何らかの異状を呈している者が乗つているとの到着前の通報

があつた場合には、機内又は船内における有症者対策 (隔離、マ

桑―雛 海外発蟻

厚生労働省は、関係省庁と協議の上、発生回から来航する航空機 ・船

舶について、検疫法に基づき、その状況に応 じて事前に国内検疫実施

場所を指定し、集約化を図ることを検討する。(厚生労働省、国土交

通省)
。旅客機等については成田、関西、中部及び福岡空港で、貨物専用

機については検疫飛行場での対応を検討する。

・ 客 船については横浜港、神戸港及び関門港等で対応する。

・ 貨 物船については、検疫集約港以外の検疫港においても対応する。

ただし、その積載物等により検疫港に入港することが困難である場

合には、感染拡大のおそれに留意しつつ、別途関係省庁において対

応を検討するものとする。

航空機 ・船舶の長から、検疫所に対して発熱、咳など、健康状態に何

らかの異状を呈 している者が乗つているとの到着前の通報があつた

場合には、機内又は船内における有症者対策 (有症者の隔離、マスク

22検疫法第 12条
“検疫法第 13条

25検疫法第 14条第 1項第 2号
26検疫法第 18条第4項 、感染症法第 15条の3

海外発生期

スクの着用、有症者へ接触する者の限定等)に ついて、航空 ・船

舶会社を通じ、対応を指示する。(厚生労働省)

(削除)

(削除)

(削除)

(健康監視の記載は前段へ移行)

> 発 生国から第二国経由で入国する者に対し、航空 ・船舶会社等の

協力を得ながら、検疫法(昭和第26年法律第201号)に基づく
質問票の配付や旅券の出国証印の確認を実施するなど、発生国で

の滞在の有無を把握し、検疫の効果を高める。(厚生労働省、法

務省、国土交通省)

> 検 疫の強化に伴い、検疫所、地方公共団体その他関係機関の連携

を強化する。(厚生労働省、関係省庁)

> 塗 疫の強化に伴い、検疫実施空港・港及びその周辺において必要

に応じた警戒活動等を行う。(警察庁ェ海上保安庁)

第づ 僣 海外発鋼

の着用、客室乗務員の特定等)に ついて、航空 ・船舶会社を通じ、対

応を指示する。(厚生労働省).

検疫所は、発生国からの入国者に対し、質問票の配付及び診察等によ

り、新型インフルエンザに感染している可能性に応じた振り分けを行

い、次の措置を行う。(厚生労働省)

>有 症者について、疫学的情報等を勘案し、新型インフルエンザに感

染している可能性がある場合には、検体の採取を行い、原則として

検疫所にてPCR検 査を実施するとともに、隔離措置を行う。

>濃 厚接触者については、停留施設等において検疫所長が定める期間

内の停留を行う。

>同 乗者及び発生国からの入国者については、健康監視を実施する。

発生国から第二国経由で入国する者に対し、航空・船舶会社等の協力

を得ながら、検疫法に基づく質問票の配付や旅券の出国証印の確認を

実施するなど、発生国での滞在の有無を把握し、検疫の効果を高める。

(厚生労働省、法務省、国土交通省)

我が国に来航する航空機 ・船舶から、インフルエンザ様症状を有する

患者や死者がいるとの連絡を受けた場合に備え、防疫措置、疫学調査、

隔離 ・停留等について、検疫所、地方自治体その値関係機関との連携

を確認 ・強化する。(厚生労働省、関係省庁)

検疫体制の強化に伴い、検疫実施空港・港及びその周辺において必要

に応じた警戒活動等を行う。(警察庁 ・海上保安庁)



解 発生期

(外国人の入国制限)
.発 生国の在外公館において査証発給を行う際、査証審査の厳格化や

査証発給の停止等の査証措置を行う。(外務省)
' 入 国審査や税関において、新型インフルエンザに感染している者又

は感染している可能性のある者を発見した場合、直ちに検疫所に通

報 し指示を仰ぎ、検疫手続に差し戻す。(法務省、財務省)

(密入国者対策)
.発 生国からの密入国が予想される場合、取締機関相互の連携を強化

するとともに、密入国者の中に感染者又は感染の疑いのある者がい

るとの情報を大手しt又 は認めたときは、検疫所等との協力を確保

しつつ、必要な感染防止策を講 じた上t所 要の手続をとる。(法務省、

警察庁、海上保安庁)

発生国から到着する航空機 。船舶に対する立入検査、すり抜けの防

止対策、出入国審査場や トランジットエリアのパ トロール等の監視

取締 りの強化を行う。(法務省、警察庁、海上保安庁)

感染者の密入国を防止するため、沿岸部及び海上におけるパ トロー

ル等の警戒活動を強化する。(警察庁、海上保安庁)

(水際対策関係者の感染防止策)

水際対策関係者について、プレバンデミックワクチンの接種のほか、

個人防護具の着用、患者からウイルスの曝露を受けた場合の抗イン

フルエンザウイルス薬の予防投与等の感染防止策を講じる。(関係省

庁)

第一離 海外発生期

(外国人の入国制限)

発生国の在外公館において査証発給を行う際、査証審査の厳格化や査

証発給の停止等の査証措置を行う。(外務省)

入国審査や税関において、新型インフルエンザに感染している者又は

感染している可能性のある者を発見した場合、直ちに検疫所に通報し

指示を仰ぎ:検 疫手続に差し戻す。(法務省、財務省)

(密入国者対策)

発生国からの密入国が予想される場合、取締機関相互の連携を強化す

るとともに、密入国者の中に感染者又は感染の疑いのある者がいると

の情報を入手し、又は認めたときは、検疫所等との協力を確保しつつ、

必要な感染防止策を講じた上、所≡の手続をとる。(法務省、警察庁、
海上保安庁)

発生国から到着する航空機・船舶に対する立入検査、すり抜けの防止

対策、出入国審査場や トランジットエリアのパ トロ‐ル等の監視取締

りの強化を行う。(法務省、警察庁、海上保安庁)

感染者の密入国を防止するため、沿岸部及び海上におけるパ トロール

等の警戒活動を強化する。(警察庁、海上保安庁)

(水際対策関係者の感染防止策)

水際対策関係者について、プレバンデミックワクチンの接種のほか、

個人防護具の着用、感染曝露後の抗インフルエンザウイルス薬の予防

投与等の感染防止策を講じる。(関係省庁)

蒻 艦 〃

(航空機等の運航自粛要請)
。 発 生国における地域封じ込め、WHOに よる発生国又はその地域ヘ

の運航自粛勧告がなされた場合等、新型インフルエンザの国内への

侵入を防止するため必要と考えられる場合には、厚生労働省の要請

に基づき関係省庁間で協議を行い、国際的な整合性等に配慮しつつ、

航空会社や船舶会社に対し、発生地域から来航又は発航する航空

機 ・旅客船の運航自粛等を要請する。(国土交通省、厚生労働省、外

務省)

【在外邦人支援】
・ 発 生国に滞在 ・留学する邦人に対し、直接または国内の各学校等を

通じ、感染予防のための注意喚起を行うとともに、発生国において

感染が疑われた場合の対応等について周知する。(外務省、文部科学

省、関係省庁)
・ 燈 邑を希望する在外邦人については、可能な限り定期航空便等の運

航が行われている間の帰国が図られるよう、関係各国とも連携の上、

定期便の運行情報の提供や、増便が必要な場合の航空会社への依頼

等必要な支援を行う。(外務省、国土交通省)
・ 定 期航空便等の運行停止後、在外邦人について、発生国の状況を踏

まえ、帰国に際しては検疫が強化されていることに留意しつつ、直
ちに代替的帰国手段の検討を行い、対処方針を決定する。(外務省、

厚生労働省t国 土交通省、防衛省、海上保安庁)

(削除)

ター万階 海外発鐵

(航空機等の運航自粛要請)

新型インフルエンザの国内への侵入を防止するため必要と考えられ

る場合には、厚生労働省の要請に基づき関係省庁間で協議を行つた

上上国際的な整合性等に配慮しつつ、航空会社や船舶会社に対し、発

生地域から来航又は発航する航空機 ・旅客船の運航自粛等を要請す

る。(国土交通省、厚生労働省、外務省)

【在外邦人支援】
)発 生国に滞在する邦人に対し、感染予防のための注意喚起を行うとと

もに、発生国において感染が疑われた場合の対応等について周知す

る。(外務省)

定期航空便等の運行停止後、在外邦人について、発生国の状況を踏ま

え、国内への受入体制 (検疫、停留場所等)に 留意しつつ、直ちに代

替的J吊国手段の検討を行い、対処方針を決定する。(外務省、厚生労

働省、国土交通省、防衛省、海上保安庁)

国内の各学校等に対し、新型インフルエンザの発生国に留学してぃ

る在籍者に感染対策を周知徹底するよう要請する。(文部科学省)
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・感染した又は感染したおそれがある在外邦人に対しては、必要に応じ、

在外公館備蓄分の抗インフルエンザウイルス薬の授与等を検討する。

(外務省、関係省庁Σ

【新型インフルエンザの症例定義】
。 新 型インフルエンザの症例定義を明確にし、随時修正を行い、関係

機関に周知する。(厚生労働省)

【医療体制の整備】
・

1 讐 誓 髭 幹 督 蜂 雖 讐 麓 覇 蕎 瞼 轟 ' 議 警 著

―

発 熱
・

呼 吸 器 症

状等を有する者について、新型インフルエンザに罹患する危険性

がそれ以外の患者と大きく異なると考えられる間は、り尋国者 ・接

触者外来において診断を行う。そのため、帰国者 ・接触者外来を

整備する。

> 帰 国者・接触者外来以外の医療機関を新型インフルエンザの患者

が受診する可能性もあるため、地域医師会等の協力を得て、院内

感染対策を講 じた上で、診療体制を整備する。

> 帰 国者 ・接触者外来を有する医療機関やその他の医療機関に対

し、症例定義を踏まえ新型インフルエンザの患者又は疑い患者と

判断された場合には、直ちに保健所に連絡するよう要請する。

> 新 型インフルエンザの感染が疑われる患者から採取 した検体を

地方衛生研究所へ送付し、亜型の検査を行い、確定診断を行う。

【帰国者 ・接触者相談センターの設置】

【新型インフルエンザの症例定義】
1新 型インフルエンザの症例定義を明確にし、随時修正を行い、関係

機関に周知する。(厚生労働省)

【発熱相談センターの設置】

蒻 艦

・ 都 道府県等に対して、以下を要請する。(厚生労働省)

こ          つ て、発熱・呼吸器症
状等を有する者は、帰国者 ・接触者相談センター等を通 じて、帰

国者 ・接触者外来を受診するよう周知する。

千遷輩竃場看誕漸鎚藍腎曇幾豪齢.治療に資する情報等を、医療機関及び
医療従事者に迅速に提供する。(厚生労働省)

.                  る 。 ( 厚 生 労 島 省 )

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 ・使用等】

。 国 及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把

握を行う。(厚生労働省)
.都 道府県等や医療機関に対し、必要な場合には、備蓄した抗インフル

エンザウイルス薬を活用して、患者の同居者、医療従事者又は救急隊

員等搬送従事者等には、必要に応じて、抗インフルエンザウイルス薬

の予防投与を行うよう要請する。 (厚生労働省)

・引き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。(厚

生労働省)

″―』僣 メ謬 弟 勁

都道府県及び市区町村に対して、発熱相談センターを設置するよう

要請する。(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 ・使用等】
, 国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把

握を行う。(厚生労働省)  ・
1都 道府県等や医療機関に対し、抗インフルエンザウイルス薬を適切に

使用するよう要請するとともに、患者の濃厚接触者に対し、抗インフ

ルエンザウイルス薬の予防投与を行うよう要請する。 (厚生労働省)

,引 き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。(厚

生労働省)
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【ワクチンの確保 。供給体制】

(プレバンデミックワクチン)
・ 新 型インフルエンザ発生後、国家備蓄しているプレバンデミックワ

クチンのうち、発生したウイルスに対して有効性が期待できるもの

について、直ちに原液の製剤化を行うよう、ワクチン製造会社に要

請する:(厚 生労働省)

(バンデミックワクチン)
・ 新 型インフルエンザウイルス株の特定後、国立感染症研究所に対し

て、直ちにワクチン製造株の開発、作製を行うよう指示する。(厚生

労働省)
・ ワ クチンの製造株及び鶏卵等の確保ができ次第、バンデミックワク

チンの生産を開始するよう、ワクチン製造会社に要請する。通常の

インフルエンザワクチンの生産時期に当たる場合には、製造ライン

を直ちに中断して新型インフルエンザワクチンの製造に切り替える

等、生産能力を可能な限り最大限に活用するよう、ワクチン製造会

社に要請する。(厚生労働省)
。 新 型インフルエンザウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい

分離ウイルス株の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直し

を逐次検討し、その結果をワクチン製造会社に指示する。(厚生労働
省)

・ パンデミックワクチンの承認について、プロトタイプヮクチン、プ
レパンデミックワクチンに関するデータを活用して、短期間に適切

に審査 ・承認を行う。(厚生労働省)
・ 国内でのワクチン確保を原則とするが、国際的な状況にも配慮しな

【研究開発 ・製造】

(プレバンデミックワクチン)

新型インフル平ンザ発生後、直ちに国家備蓄しているプレバンデミ

ックワクチン原液の製剤化を行うよう、ワクチン製造会社に要請す

る。(厚生労働省)

(バンデミックワクチン)
.新 型インフルエンザウイルス株の特定後、鶏卵等の確保ができ次第、

バンデミックワクチンの生産を開始するよう、ワクチン製造会社に

要請する。通常のインフルエンザワクチンの生産時期に当たる場合
には、製造ラインを直ちに中断して新型インフルエンザワクチンの

製造に切り替える等、生産能力を可能な限り最大限に活用するよう、

ワクチン製造会社に要請する。(厚生労働省)

新型インフルエンザウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい

分離ウイルス株の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直し

を逐次検討し、その結果をワクチン製造会社に指示する。(厚生労働

省)

方が発生期
がら、必要に応じて、輸入ワクチンを確保する。確保されたヮクチ

ンについては、円滑に接種の実施主体に供給されるよう調整する。

(厚生労働省)

【接種体制】

(プレバンデミックワクテン)
・ 直 ちにブレパンデミックワクチンの接種及びその法的位置づけ等を

決定し、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者を対象に、集回
的な接種を行うことを基本として、本人の同意を得て接種を行う。

(厚生労働省)

発生した新型インフルエンザに関する情報、予め整理された接種の

範囲 ・順位に係る考え方を踏まえ、医療従事者及び社会機能の維持
に関わる者の具体的生範囲及び接種llH位を決定する。(厚生労働省、
関係省庁)

(バンデミックワクチン)

ウイルスの特徴を踏菫え、接種の法的位置づけ等について決定する。

(厚生労働省)

全国民が速やかに接重できるよう,新 型インフルエンザの病原性が

高く、感染力が強し上場合、公費で集目的な接種を行うことを基本と
して、事前に定めた接種体制に基づき、接種の実施主体に具体的な

接種体tllの準備を進めるよう塞董立る。(厚生労働省)
プレバンデミックワクチンの有効性が認められない場合、まずバン

デミックワクチンを、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者を

対象に、本人の同意を得て先行的に接種する。(厚生労働省、関係省

n
医療従事者及び社会機能の維持に関わる者以外の者への接種順位に

ター瀬僣 海外発犠

【接種方針】

(プレバンデミックワクチン)
。 ワ クチン製造会社による製剤化が済み次第、直ちにプレパンデミッ

クワクチンの接種を決定し、医療従事者及び社会機能の維持に関わ

る者を対象に、本人の同意を得て接種を行う。(厚生労働省)

(バンデミックワクチン)



海外発生期

ついて、予め整理された接種の範囲 ・順位に係る考え方、重症化し

やすい者等、発生した新型インフルエンザに関する情報を踏まえ、

医療従事者及び社会機能の維持に関わる者以外の優先接種対象者、

機種順位を決定する。(厚生労働省)

バンデミックワクチンが全国民分製造されるまで一定の期間を要す

るが、供給が可能になり次第、関係者の協力を得て、接種を開始す

るとともに、接種に関する情報提供を開始するよう都道府県 :市町

村に対し求める。(厚生労働省)

″―ガ僣 海外発蟻

パンデミックワクチンが全国民分製造されるまで一定の期間を要する

が、供給が可能になり次第、接種を開始する.接種対象は全国民であ

るが、先行接種したプレバンデミックワクチンの有効性が認められな

い場合、まず医療従事者及び社会機能の維持に関わる者を対象に、本

人の同意を得て先行的に接種を行う。(厚生労働省)

【情報提供】
・ ワクチンの種類、有効性 ・安全性、接種対象者や接種順位、接種体

制といつた具体的な情報について積極的に情報提供を行う。(厚生労

働省)

【モニタリング】
・ プ レバンデミックワクチン及びバンデミックワクチンの接種開始に

伴い、接種実施モニタリングを行うとともに、科学的な根拠に基づ

塾上有効性の評価、ワクチン以外の原因による有害な事象を含む副

反応情報の収集 ・分析及び評価を行う。(厚生労働省)
・ ワクチン接種が終了した段階で、モニタリングに関する総合評価を

行う。(厚生労働省)

【モニタリング】
'プ レパンデミックワクチンの接種開始に伴い、接種実施モニタリング

を行うとともに、有効性の評価、副反応情報の収集 ・分析を行う。(厚

生労働省)

弟―離 海外発鐵

【事業者の対応】
・事業者に対しt発生状況等に関する情報収集に努め、職場での感染防

止策及び業務の継続又は自粛の準備を行うよう、要請する。(関係省

庁)

【遺体の火葬 ・安置】
・ 市 区町村に対し、火葬場の火葬能力の限界を超える事態が起こった

場合に備え、一時的に遺体を安置できる施設等の確保ができるよう

準備を行うことを要請する。(厚生労働省)

筋 難 期

【事業者の対応】
・ 事 業者に対し、発生状況等に関する情報収集に努め、職場における

感染予防策及び事業継続に不可欠な重要業務の重点化の準備を行う

よう、要請する。(関係省庁)
。 社 会機能の維持に関わる事業者に対し、事業継続に向けた準備を行

うよう、要請する。その際、当該事業継続のための法令の弾力運用

について、必要に応じ、周知を行う。また、その他必要な対応策を

速や力ヽこ検討し、措置を講じる。(関係省庁)

【遺体の火葬 。安置】
・ 都 道府県を通じ、市区町村に対し、火葬場の人葬能力の限界を超え

る事態が起こった場合に備え、一時的に遺体を安置できる施設等の

確保ができるよう準備を行うことを要請する。(厚生労働省)



第=慶 ″ 国内発生早″

1)国 内での感染拡大をできる限り抑える。

2)患 者に適切な医療を提供する。

対策の考え方 :

1)積 極的な感染拡大防止策 (患者の入院勧告、地域全体での

学校 ・保育施設等の臨時休業 ・集会の自粛等)を とることで、

流行のビークを遅延させられる可能性があるため、果断な対

応を行う。

2)医 療体制や積極的な感染拡大防止策について周知し、個人
一人ひとりがとるべき行動について十分な理解を得るため、

国民への積極的な情報提供を行う。

3)国 内での患者数が少なく、症状や治療に関する臨床情報が

1)国 内での感染拡大をできる限り押える。

動 雑 期

国内での情報をできるだけ集約し、医療機関等に提供する。

4)新 型インフルエンザの患者以外にも、発熱 ・呼吸器症状等

を有する多数の者が医療機関を受診することが予想されるた

め、増大する医療需要への対応を行うとともに、医療機関で

の院内感染対策を実施する。

5)国 内感染期への移行に備えて、医療提供体制の確保、社会

機能の維持のための準備等、感染拡大に備えた体制の整備を

急ぐ。

6)バ ンデミックワクチンの接種を早期に開始できるよう準備

を急ぎ、バンデミックワクチンが利用可能な場合はできるだ

【基本的対処方針の決定】
・ 政 府対策本部は、専門家の意見を踏まえ、国内発生早期に入ったこと

を宣言するとともに、対策の基本的対処方針を決定する。(内閣官房、

全省庁)

(後段へ移行)

(後段へ移行)

【国際間の連携】
。 国 内発生情報について、国際保健規則 (IHR)に 基づき、WHOヘ

通報する。(厚生労働省)

【実施体制】
・ 新 型インフルエンザ対策本部は、諮問委員会の意見を踏まえ、国内で

の感染拡大防止対策等に関する基本的対処方針を決定する。(内閣官

房、全省庁)
。国内の発生状況をリアルタイムで把握し、都道府県に対して、発生状

労働省)
・積極的疫学調査の実施に関し、都道府県等との連携を図る。必要に応

じ、疫学、臨床等の専門家チームを派遣する。(厚生労働省)

【国際間の連携】
。 国 内発生情報について、 lHRに 基づき、WHOへ 通報する。(厚生

労働省)



(肖1除)

。WHO、 OIE笠 のリフアレンスラポラ トリー等とウイルス株の同

定 ・解析に関して協力を行い、症例定義の決定や情報共有等を行う。

(厚生労働省、外務省、文部科学省、農林水産省)

・ ウ クチンや抗インフルエンザウイルス薬の開発等に関する連携、協

力を行う。(厚生労働省、関係省庁)

【国際的な情報収集】
・海外での新型インフルエンザの発生状況、抗インフルエンザウイルス

薬やワクチンの有効性 ・安全性等につし`て、国際機関・諸外国等を通

じて必要な情報を収集する。(厚生労働省、外務省)

【サーベイランス】
・海外発生期に引き続き、新型インフルエンザ患者及び入院患者の全

数把握、学校等でのインフルエンザの集団発生の把握の強化を実施

する。(厚生労働省興

・国内の発生状況をリアルタイムで把握し、都道府県等に対して、発

生状況を迅速に情報提供し、必要な対策を実施するよう要請する。

(厚生労働省)

(削除)

F―
―
″ け 期

海外の新型インフルエンザ等の発生状況について、諸外国、国際機関

等を通じて必要な情報を収集する。(外務省、厚生労働省)

WHO、 OIE、 FAOの リフアレンスラボラ トリー等とウイルス株

の同定 ・解析に関 して協力を行い、症例定義の決定や情報共有等を行

う。(厚生労働省、外務省、文部科学省、農林水産省)

流行状況やワクチンの有効性 ・安全性について海外との情報交換を

行うともに、ウクチンや抗インフルエンザウイルス薬の開発等に関す

る連携、協力体制を構築する。(厚生労働省、関係省庁)   '

疑い症例調査支援システムによるサーベイランス、アウトブレイク

サーベイランス、バンデミックサーベイランス、予防接種副反応迅

【調査研究】
・発生 した国内患者について、早期には、積極的疫学調査チームを派

遣 し、感染経路や感染力、潜伏期等の情報を収集 ・分析する。(厚生

労働省)
・新型インフルエンザ迅速診断キットの有効性や治療の効果等に関す

る調査研究と分析を速やかに行い、その成果を対策に反映させる。

(厚生労働省)

【情報提供】
・国民に対して利用可能なあらゆる媒体 ・機関を活用し、国内外の発生

状況と具体的な対策等を対策の決定プロセス、対策の理由、対策の実

施主体とともに詳細に分かりやすく、できる限りlJアルタイムで情報

提供する。(関係省庁)

・特に、個人一人ひとりがとるべき行動を理解しやすいよう、新型イン

フルエンザには誰もが感染する可能性があることを伝え、個人レベル

での感染予防策や、感染が疑われ、また患者となつた場合の対応 (受

診の方法等)を 周知する。また、学校 ・保育施設等の臨時休業や集会

の自粛等の国内での感染拡大防止策についての情報を適切に提供す

る。(厚生労働省)
・国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせ、地方公共団体や

関係機関等から寄せられる情報の内容も踏まえて、国民や関係機関が

どのような情報を必要としているかを把握し、必要に応じ、地域にお

ける住民の不安等に応じるための情報提供を行うとともに、再度の情

報提供に反映する。(厚生労働省)

国内男空卓″

速把握システムを継続する。(厚生労働省)

新型インフルエンザの国内発生とともに、臨床情報共有システムを

開始する。 (厚生労働省)

【情報提供】
・引き続き、国内での発生状況や対策の内容を詳細に情報提供し、国民

への注意喚起を行う。また、ホームページの内容等について随時更新

する。(関係省庁)

・ 引 き続き、メディア等に対し、広報担当官から情報提供を行う。(FF

生労働省)



助 艦

【情報共有】
。地方公共団体や関係機関等とのインターネット等を活用したリアルタ

イムかつ双方向の情報共有を強化し、対策の方針の迅速な伝達と、対

策の現場の状況把握を行う。(厚生労働省)

【コニルセンターの充実 。強化】
・国のコ‐ルセンターを充実 。強化する。(厚生労働省)
・都道府県」塑□堕埜に対し、状況の変化に応じたQ&Aの 改定版を配

布するほか、コールセンターの充実 。強化を要請する。(厚生労働省)

第二離 働刺秘 野噺

【相談窓日の設置】           ‐

・都道府県等に対し、状況の変化に応じたQ&Aの 改訂版を配布し、引
き続き相談窓口の設置を要請する。(厚生労働省)

・ 引 き続き、コールセンターを運営する。(厚生労働省)

【国内での感染拡大防止策】
・都道府県等に対し、地域発生早期となつた場合には、患者への対応 (治

療 ・隔離)や 患者の濃厚接触者への対応 (外出自粛要請、健康観察等)

などの措置を行うよう要請する。(厚生労働省)
。都道府県等や医療機関等に対し 患者の同居者等の濃厚接触者及び医

療従事者又は救急隊員等であつて十分な防御なく曝露した者には、抗

インフルエンザウイルス薬の予防投与を行うよう要請する。(厚生労

働省)
・都道府県等や関係機関に対し、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有す

る者が集まる施設や、多数の者が居住する施設等における感染予防策

を強化するよう要請する。(厚生労働省)
・ 地 域発生早期においては、地域全体で積極的な感染拡大防止策をとる

ことが重要であり、都道府県等に対し、学校 ・保育施設等の臨時休業

【国内での感染拡大防止】

都道府県等や医療機関等に対し、患者の同居者、濃厚接触者、同じ職

場等にいる者又は医療従事者であって十分な防御なく曝露 した者ヘ

の、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行うよう要請する (厚

生労働省)

… 期

や集会の自粛要請等の感染拡大防止策の実施に資する目安を示すと

ともに、必要な場合には、都道府県等又は業界団体等に対し、発生地

域の住民や関係者に対して次の要請を行うよう依頼し、又は直接要請

を行う。

> 学 校二塁巨胆設等の設置者に対し、臨時休業及び入学試験の延期

等を行うよう要請する。(厚生労働省、文部科学省)

> 集 会主催者、興行施設等の運営者に対し、活動を自粛するよう要

請する。(厚生労働省)

> 住 民、事業所、福祉施設等に対し、手洗い、うがい、マスクの

量星を強く勧暴する。また、事業所に対し、新型インフルエン
ザ様症状の認められた従業員の出勤停止・受診の勧奨を要請す
る。(厚生労働省)

> 事 業者に対し、職場における感染予防策の徹底及び事業継続に

不可欠な重要業務以外の業務の縮小を要請する。(関係省庁)
> 公 共交通機関等に対し、利用者へのマスク着用の励行の呼びかけ

など適切な感染予防策を講ずるよう要請する。(厚生労働省、国

土交通省)

> 必 要に応じ、住民に対し、可能な限り外出を控えるよう要請する。

(厚生労働省)

人口密度が低く、交通量が少なく、自然障壁等により交通遮断が比較

的容易な離島や山間地域などにおいて強い病原性を示す新型インフ
ルエンザが我が国で初めて発生し、地域封じ込めに効果あると考えら

れるなど、一定の条件を満たす場合には、直ちに地域封じ込め実施の

可否について検討を行い、結論を得る。(内閣官房、関係省庁)

第二難 国内発委 織

都道府県等又は業界団体等に対し、発生地域の住民や関係者に対して

次の要請を行うよう依頼し、又は直接要請を行う。

>学 校二通亜施設等の設置者に対し、臨時休業及び入学試験の延期等

を行うよう要請する。(厚生労働省、文部科学省)

>集 会主催者、興行施設等の運営者に対し、活動を自粛するよう要

請する。(厚生労働省)

> 住 民、事業所、福祉施設等に対し、マスクの着用、うがい 。手洗

量を強く勧奨する。また、事業所に対し、新型インフルエシザ様

症状の認められた従業員の出勤停止・受診の勧奨を要請する。(厚

生労働省)

> 事 業者に対し、不要不急の業務を縮小するよう要請する。(関係

省庁)

> 公 共交通機関等に対し、利用者へのマスク着用の励行の呼びかけ

など適切な感染防止対策を講ずるよう要請する。(厚生労働省、

国土交通省)

> 住 民に対し、可能な限り外出を控えるよう要請する。(厚生労働

省)

離島や山間地域などにおいて―定の条件を満たす場合には、直ちに地

域封じ込め実施の可否について検討を行い、結論を得る。(内閣官房、

関係省庁)



【水際対策】

渡航者 ,入国者等への情報提供 。注意喚起を継続する。(外務省、厚

生労働省)
, 在外部人支援を継続する。(外務省、関係省庁)

, 感染したおそれのある者に対しては、不要不急の出国を自粛するよう

勧告する。また、発熱症状等が見られる者がチェックインしようとし

た場合には拒否を行うよう、航空会社等に要請する。(厚生労働省、

国土交通省)
, 検疫の強化については、新型インフルエンザウイルスの病原性や感染

力、海外の状況、国内の状況等を踏まえ、合理性が認められなくなつ

3_ ~鰐

【水際対策】
,第一段階の対策を継続する。(関係省D

,感 染したおそれのある者に対しては、不要不急の出国を自粛するよう

勧告する。また、発熱症状等が見られる者がチェックインしようとし

た場合には拒否を行うようt航空会社等に注意喚起する。(厚生労働

省、国土交通省)

【医療体制の整備】
,都 道府県等に対し、発生国からの帰国者や国内患者の濃厚接触者であ

って発熱・呼吸器症状等を有する者に係る、帰国者・接触者外来にお

ける診療体制や、帰国者 ・接触者相談センターにおける相談体制を、

海外発生期に引き続き継続すること、必要が生じた際には、帰国者 ・

接触者外来を指定しての診療体制から一般の医療機関でも診療する

体制に移行することを要請する。(厚生労働省)

【患者への対応等】
・都道府県等に対し、次の点を要請する。(厚生労働省)

>新 型インフルエンザと診断壺れた費二対上ては原則として、感染

症法に基づき感染症指定医療機関等に移送し、入院勧告を行う。

の者を振り分ける発熱外来を整備するよう要請する。(厚生労働

【患者及び接触者への対応】
・ 都 道府県等に対し、次の点を要請する。(厚生労働省)

>新 型インフルエンザの患者は、原則として、感染症指定医療機関

等で診療及び抗インフルエンザウイルス薬の投与を行うため、発

熱外来及び一般医療機関に対し、受診者について本人の渡航歴等

【発熱外来の整備】
・都道府県等に対し、

国内発生議

>都 道府県等は必要と判断した場合に、地方衛生研究所において、

新型インフルエンザのPCR検 査を行う。全ての新型インフルエ

ンザ患者のPCR検 査による確定診断|ま、地域における患者数が

極めて少ない段階で実施するものであり、患者数が増加した段階

では、PCR検 査は重症者等に限定して行う。

>医 療機関の協力を得て、新型イジフルエンザ患者の同居者等の濃

厚接触者及び医療従事者又は救急隊員等であって十分な防御なく

曝露した者には、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与及び有

症時の対応を指導する。なお、症状が現れた場合には、感染症指

定医療機関等に移送する。

【医療機関等への情報提供】
・弓1き続き、新型インフルエンザの診断 ,治療に資する情報等を医療機

関及び医療従事者に迅速に提供する。 (厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬】
・国内感染期に備え、31き続き、都道府県等や医療機関に対し、抗イン

フルエンザウイルス薬を適切に使用するよう要請するとともに、患者

の同居者等の濃厚接触者や、医療従事者又は救急隊員等搬送従事者等

には、必要に応じて、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行う

よう要請する。 (厚生労働省)

・ 引 き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。(厚

J―
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を確認した上、新型インフルエンザが疑われる場合には感染症指

定医療機関等の受診を指示するよう、周知する。

>感 染症指定医療機関等に対し、症例定義を踏まえ新型インフルエ

ジザの患者と判断された場合には、直ちに保健所に連絡するよう

要請する。当該者に対しては、感染症法に基づき入院勧告を行い、
確定診断を行う。

>晨 体を地方衛生研究所へ送付し、亜型の検査を行う。

>新 型インフルエンザ患者の接触者 (同居者等)に 対しては、経過

観察期間を定め、外出自粛、健康観察、抗インフルエンザウイル

ス薬の予防投与及び有症時の対応を指導する。なお、症状が現れ

た場合には、感染症指定医療機関等に移送する。

【抗インフルエンザウイルス薬】
,第 二段階のまん延期の状況を予測し、引き続き、都道府県等や医療機

関に対し、抗インフルエンザウイルス薬を適切に使用するよう要請す

るとともに、患者の濃厚接触者に対し、抗インフルエンザウイルス薬

の予防投与を行うよう要請する。 (厚生労働省)

・ 引き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。



第二段階 邑肉発生鴨

(厚生労働省)

【医療機関 ・薬局における警戒活動】
。 医 療機関・薬局及びその周辺において、混乱による不測の事態の防止

を図るため、必要に応じた警戒活動等を行う。(警察庁)

【プレバンデミッタワクチン】
・ 引 き続き、プレバンデミックワクチンの医療従事者及び社会機能の

維持に関わる者に対する接種を行う。(厚生労働省)

rバンギミッタワタチン】

・ 引 ぎ続き、バンデミックワクチンの開発 ・製造を進め、製造され次

第、接種を開始する。医療従事者及び社会機能の維持に関わる者Jこ対

するプレバンデミックワクチンの有効性が認められない場合には、こ

れらの者に対し、パンデミックワクチンの先行機種を行う。(厚生労

働省)

【モニタリング】
・ 引き続き、プレバンデミックワクチンの接種実施モニタリングを行

うとともに、有効性の評価、副反応情報の収集・分析を行う。(厚生

労働省)

生労働省)

【医療機関 ・薬局における警戒活動】
・ 医 療機関・薬局及びその周辺において、混舌Lによる不測の事態の防止

を図るため、必要に応じた警戒活動等を行う。(警察庁)

国内発生早期

【事業者の対応笠】
・全国の事業者に対し、職場における感染予防策や事業継続に不可欠な

重要業務への重点化に向けた取組を開始するよう要請する。(関係省

庁)
・社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業継続に向けた取担を要請

する。その際、当該事業継続のための法令の弾力運用について、必要

に応じ、周知を行う。また、その他必要な対応策を速やかに検討する。

F_~段 階 口"労 空卓″

【事業者の対応】
・ 全 国の事業者に対し、不要不急の業務の縮小に向けた取組みや職場で

の感染防止策を開始するよう要請する。(関係省庁)

・社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業継続に向けた取組みを要

請する。(関係省庁)

【犯罪の予防 ・取締り】

混舌‖こ乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、犯罪情報の

集約に努め、広報啓発活動を推進するとともに、悪質な事犯に対する

取締りを徹底する:(警察庁)

(関係省庁)

【物資供給の要請等】
・ 新 型インフルエンザのまん延に伴い、生活関連物資等の価格が高騰

しないよう、また、買占め・売惜しみが生じないよう、調査・監視す
るとともに、必要に応じ、関係団体等への指導、国民の相談窓口の設

置等を行う。(消費者庁、関係省庁)

【犯罪の予防 ・取締り】
・混乱に乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、犯罪情報の

集約に努め、広報啓発活動を推進するとともに、悪質な事犯に対する取

締りを徹底する。(警察庁)



1)医 療提供体制を維持する。

2と 健康被害を最小限に抑える。

■と社会 ・経済機能への影響を最小限に抑える。

― 議 ― 勧

■と健康被害を最小限に抑える。
2)医 療機能、社会・経済機能への影響を最小限に抑える。

対策の考え方 :

1)感 染拡大を止めることは困難であり、対策の主眼を、早期の

積極的な感染拡大防止策から被害軽減に切 り替える。ただし、

学校 ・保育施設等の臨時休業や集会の自粛といつた一部の感染

拡大防止策を継続し、感染拡大をなるべく抑えるよう努める。

2)地 域ごとに発生の状況は異なり、実施すべき対策が異なるこ

とから、都道府県ごとに実施すべき対策の判断を生立二

3)状 況に応 じた医療体制や感染拡大防止策、ワクチン接種、社

会 経ヽ済活動の状況等について周知し、個人一人ひとりがとる

べき行動について分かりやすく説明するため、積極的な情報提

供を行う。

4)流 行のビーク時の入院患者や重症者の数をなるべく少なくし

て医療体制への負荷を軽減する。

5)医 療提供体制の維持に全力を尽くし、必要な患者が適切な医

療を受けられるようにし健康被害を最小限にとどめる。

6)欠 勤者の増大が予測されるが、最低限の国民生活を維持する

ため必要なライフライン等の事業活動を継続する。また、その

他の社会 ・経済活動をできる限り継続する。

7)受 診患者数を減少させ、入院患者数や重症者数を抑え、医療

提供体制への負荷を軽減するため、バンデミックワクチンの接

種を早期に開始できるよう準備を急ぎ、バンデミックワクチン

が利用可能な場合は、できるだけ速やかにできるだけ多くの国

民に接種する。

8)状 況の進展に応じて:必 要性の低下した対策の縮小 ・中止を

図る。



・政府対策本部は、専門家の意見を踏tえ、国全体として国内感染期に
入つたことを宣言するとともに、対策の基本的対処方針を決定する。

(内閣官房、全省庁)

【国際的な情報収集】
・ 海 外での新型インフルエンザ等の発生状況、各国の対応について、

引き続き国際機関 ・諸外国等を通じて必要な情報を収集する。(厚生

労働省、外務省)

(削除)

(肖1除)

(削除)。

新型インフルエンザ対策本部は、諮問委員会の意見を踏まえ、国全体

として感染拡大期に入つたこと、感染のビークを超えたこと等を宣言

するとともに、それぞれの段階に応じた対策の基本的対処方針を決定

する。(内閣官房、全省庁)

国内の発生状況をリアルタイムで把握し、都道府県に対して、発生状

況を緊急情報提供し、必要な対策を実施するよう要請する。(厚生労

働省)

海外の新型インフルエンザ等の発生状況や各国の対応について、諸外

国、国際機関等を通じて情報を収集する。(厚生労働省、外務省)

疑い症例調査支援システム、アウトブレイクサーベイランスを中止

する。(厚生労働省)

バンデミックサーベイランスを発生状況の把握目的へと切り替え、

継続する。(厚生労働省)

引き続き、予防接種副反応迅速把握システム、臨床情報共有システ

ム、ウイルス学的サーベイランスを実施する。(厚生労働省)

国内感染期

【サーベイランス】
・ 全 国での患者数が数百人程度に増加した段階では、新型インフルエ

ンザ患者及び入院患者の全数把握については、都道府県ごとの対応

とする。また、学校等における集団発生の把握の強化については通

常のサーベイランスに戻す。(厚生労働省、文部科学省)

(地域未発生期、地域発生早期の都道府県における対応)

>引 き続き、新型インフルエンザ患者及び入院患者の全数把握を実

施する。(厚生労働省)

(地域感染期の都道府県における対応)

>新 型インフルエンザ患者及び入院患者の全数把握は中止 し、イン

フルエンザに関する通常のサーベイランスを継続する。(厚生労

働省)

・ 引 き続き、国内の発生状況をリアルタイムで把握 し、都道府県等に

対して、発生状況を迅速に情報提供し、必要な対策を実施するよう

要請する。(厚生労働省)

【調査研究】
・ 引き続き、感染経路や感染力、潜伏期等の情報を収集 ・分析するほ

か、新型インフルエンザ迅速診断キットの有効性や、特に重症者の

症状 。治療法と転帰等、対策に必要な調査研究と分析を速やかに行

い、その成果を対策に反映させる。(厚生労働省)

第二段階 涯鶴場産勺協イまん物 解
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11き続き、第二段階の対策を実施する。

【情報提供】
・ 引 き続き、国民に対し、利用可能なあらゆる媒体 ・機関を活用し、国

内外の発生状況と具体的な対策等を、対策の決定プロセス、対策の理

由、対策の実施主体とともに詳細に分かりやすく、できる限リリアル

タイムで情報提供する。(関係省庁)
・ 引 き続き、特に、個人―人ひとりがとるべき行動を理解しやすいよ

う、都道府県の流行状況に応じた医療体制を周知し、学校・保育施設

等の臨時体業や集会の自粛等の国内での感染拡大防止策についての

情報を適切に提供する。また、社会 ・経済活動の状況についても、情

報提供する。(厚生労働省)
・ 引 き続き、国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせや地

方公共団体や関係機関等から寄せられる情報の内容も踏まえて、国

民や関係機関がどのような情報を必要としているかを把握し、情 報

提供に反映する。(厚生労働省)

【情報共有】
・地方公共団体や関係機関等とaイ ンターネット等を活用したリアル

タイムかつ双方向の情報共有を継続し 対策の方針を伝達するとをも

に、都道府県単位での流行や対策の状況を的確に把握する。(厚生労

働省)

【コールセンターの継続】
・国のコールセンタ=を 継続する。(厚生労働省)
・都道府県・市区町村に対し、状況の変化に応じたQ&Aの 改定版を配

酸 醐

布し、コールセンターの継続を要請する。(厚生労働省)

【国内での感染拡大防止策】
・都道府県等に対し、学校 ・保育施設等の臨時休業や集会の自粛要請等

の感染拡大防止策の実施に資する目安を示すとともに、必要な場合に

塾二都道府県等又は業界団体等に対し、住民や関係者に対して次の要

請を行うよう依頼し、又は直接要請を行う。特に、地域感染期のうち、

流行が小規模な段階においては、一定期間、地域全体で積極的な感染

拡大防止策をとるよう要請する6

> 学 校 ・堡宣施設等の設置者に対し、臨時休業及び入学試験の延

期等を行うよう要請する。(文部科学省、厚生労働省)

> 集 会主催者、興行施設等の運営者に対し、活動を自粛するよう

要請する。(厚生労働省)

> 住 民、事業所、福祉施設等に対し、手洗い、うがい、マスク着

用、咳エチケット等を強く勧奨する。また、事業所に対し、新

型インフルエンザ様症状の認められた従業員の出勤停止 ′受診

の勧奨を要請する。(厚生労働省)

> 事 業者に対し、職場における感染予防策を徹庭するよう要請す

る。(関係省庁)

> 公 共交通機関等に対し、利用者へのマスク着用の励行の呼びか

けなど適切な感染予防策を講ずるよう要請する。(国土交通省、

厚生労働省)

第二段階 ″ まん物 鰐

【国内での感染拡大防止】
・ 鶴 ″θボガ 都道府県等に対し、学校等の臨時休業や集会の自粛要

請都道府県等又は業界団体等に対し、住民や関係者に対して次の要請

を行うよう依頼し、又は直接要請を行う。

>学 校、通所施設等の設置者に対し、臨時体業及び入学試験の延期

等を行うよう要請する。(文部科学省、厚生労働省)

>集 会主催者、興行施設等の運営者に対し、活動を自粛するよう要

請する。(厚生労働省)

>住 民、事業所、福祉施設等に対し、マスクの着用:う がい 。手洗

いを強く勧奨する。また、事業所に対し、新型インフルエンザ様

症状の認められた従業員の出勤停止・受診の勧奨を要請する。(厚

生労働省)

>事 業者に対し、不要不急の業務を縮小するよう要請する。(関係

省庁)

>公 共交通機関等に対し、利用者へのマスク着用の励行の呼びかけ

など適切な感染防止対策を講ずるよう要請する。(国土交通省、

厚生労働省)



国内感染期

> 住 民に対し、可能な限り外出を控えるよう要請する。(厚生労働

省)

・都道府県等や関係機関に対し、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有す

る者が集まる施設土多数の者が居住する施設等における感染二堕策

を強化するよう引き続き要請する。(厚生労働省、関係省庁)

。都道府県等や医療機関に対し、地域感染期となつた場合は、患者との

濃厚接触者 (同居者を除く。)へ の抗インフルエンザウイルス薬の予

防投与を原則として見合わせるよう要請するとともに、患者の同居者

に対する予防投与については、その効果を評価した上で継続の有無を

決定する。(厚生労働省)

・都道府県等に対し、地域感染期となった場合は、患者の濃厚接触者を

特定しての措置 (外出自粛要請、健康観察等)は 中止するよう要請す

る。(厚生労働省)

(削除)

【水際対策】
・検疫の強化については、新型インフルエンザウイルスの病原性や感染

力、海外の状況、国内の状況等を踏まえ、合理性が認められなくなつ

た場合には、措置を縮小する。また、在外邦人支援を継続する。(関係

省庁)

業三離 ― 影 ―

>住 民に対し、可能な限り外出を控えるよう要請する(厚生労働省)

鶴 ″2ボ ング都道府県等や関係機関に対し、病院、高齢者施設等の

基礎疾患を有する者が集まる施設、基地笠多数の者が居住する施設

等における感染対策を強化するよう二要請する。(厚生労働省、関係

省庁)

研 ″ アポンリ都道府県等や医療機関に対し、まん延期における患

者との濃厚接触者 (同居者を除く。)及 び同じ職場等にいる者への抗

インフルエンザウイルス薬の予防投与を原則として見合わせるよう

要請するとともに、患者と同居する者に対する予防投与については、

第二段階における効果を評価した上で継続の有無を決定する。(厚生

労働省)

・ 回 復期には、上記の感染拡大防止対策を段階的に縮小する。(関

係省庁)                       :

【水際対策】               ′
・第二段階の対策を継続するが、国内の感染拡大に応じて順次検疫を縮

小する。 ま た、在外邦人支援を継続する。(関係省庁)

国内感染期

【患者への対応等】                 .
:都 道府県等に対し、以下を要請する。(厚生労働省)

(地域未発生期、地域発生早期の都道府県における対応)

> 引 き続き、帰国者 ・接触者外来における診療、患者の入院措置等を

実施する。

> 必 要が生 じた際には、帰国者 ・接触者外来を指定しての診療体制か

ら一般の医療機関でも診療する体制とする。

(地域感染期の都道府県における対応)

》 帰国者・接触者外来、帰国者 ・接触者相談センター及び感染症法に

基づく患者の入院措置を中止し、新型インフルエンザの患者の診療

を行わないこととしている医療機関等を除き、原則として一般の医

療機関において新型インフルエンザの患者の診療を行う二

> 入 院治療は重症患者を対象とし、それ以外の患者に対しては在宅で

の療養を要請するよう、関係機関に周知する。

> 入 院患者数と病床利用率の状況を確認し、病床の不足が予測される

場合には、患者治療のために公共施設笠の利用を検討する。

公共施設等を利用し上場合は、流行がピークを越えた後、その状況

に応じて、患者を医療機関に移送する等により順次閉鎖する。

第 解 ″ まん物 鹿″

【患者への対応等】
・都道府県等に対し、次の点について要請する。(厚生労働省)

(感染拡大期における対応)
・第二段階に引き続き、発熱外来の整備、感染症法に基づく患者の

入院措置等を実施する。
・新型インフルエンザの感染状況をリアルタイムで把握し、感染拡

大が認められた都道府県においては、患者の同居者への対応 (外

出自粛要請、健康観察の実施、有症時の対応指導等)等 、感染防

止について必要な要請を行う。

(まん延期における対応)

>患 者の入院措置の中止に伴い、新型インフルエンザの患者の診療を

行わないこととしている医療機関等を除き、原則として全ての入院

医療機関において新型インフルエンザの診断 '治療を行うととも

に 、

入院治療は重症患者を対象とし、それ以外の患者に対しては在宅で

の療養を要請するよう、関係機関に周知する。

>入 院患者数と病床利用率の状況を確認し、病床の不足が予測され

る場合には、患者治療のために公共施設の利用を検討する。

(回復期における対応)

>患 者を入所させている公共施設については、患者を医療機関に移

送する等により順次閉鎖する。



> 在 宅で療養する患者に対し、医師が電話による診療により新型イン

フルエンザヘの感染の有無について診断ができた場合、医師がファ

クシミリ等により抗インフルエンザウイルス薬等の処方箋を発行

することについて検討を行い、対応方針を周知する。

(削除)

> 医 療機関における人的被害及び医療資器材・医薬品の在庫状況を確

認し、新型インフルエンザやその他の疾患に係る診療が継続される

ように調整する。

【医療機関等への情報提供】
・ 引 き続き、新型インフルエンザの診断・治療に資する情報等を医療機

関及び医療従事者に迅速に提供する。(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 ・使用】
。国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把握

を行う。また、五都道府県の抗インフルエンザウイルス薬の流通状況

を調査し、患者の発生状況を踏まえ、抗インフルエンザウイルス薬が

必要な地域に供給されているかどうかを確認し、都道府県の要請等に

応じ、国備蓄分を配分する等の調整を行う。(厚生労働省)

(削除 (予防 ・まん延防止の記載と重複))

第二段階 ″ 訪 ―

管内の発生動向及び診療の人的体制を勘案し、発熱外来の設置体

制を調整する。

医療機関における人的被害及び医療資器材 ・医薬品の在庫状況を

確認 し、新型インフルエンザやその他の疾患に係る診療が継続さ

れるように調整する。

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 ・使用】
・国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把握

を行う。また、都道府県豊の抗インフルエンザウイルス薬の流輝状況

を調査し、患者の発生状況を踏まえ、抗インフルエンザウイルス薬が

必要な地域に供給されているかどうかを確認し、都道府県の要請等に

応じ、国備蓄分を配分する等の調整を行う。(厚生労働省)

・都道府県等や医療機関に対し、まん延期における患者との濃厚接触者

(同居者を除く。)及 び同じ職場等にいる者への抗インフルエンザウ

～

【在宅患者への支援】
・都道府県及び市区町村に対し、関係団体の協力を得ながら、在宅で療

養する新型インフルエンザ患者への支援 (見回り、訪間看護、訪間診

療、食事の提供、医療機関への移送)や 自宅で死亡した患者への対応

を行うよう、要請する。(厚生労働省)

【医療機関 ・薬局における警戒活動】
・引き続き、医療機関 ・薬局及びその周辺において、混舌日こよる不測の

事態の防止を図るため、必要に応じた警戒活動等を行う。(警察庁)

第二離

イルス薬の予防投与を原則として見合わせるよう要請するとともに、

患者と同居する者に対する予防投与については、第二段階における効

果を評価した上で継続の有無を決定する。(厚生労働省)

【在宅患者への支援】
,都 道府県及び市区町村に対し、関係団体の協力を得ながら、在宅で療

養する新型インフルエンザ患者への支援 (見回り、訪間看護、訪問診

療、食事の提供、医療機関への移送)や 自宅で死亡した患者への対応

を行うよう、要請する。(厚生労働省)

【医療機関 ・薬局における警戒活動】
・引き続き、医療機関

/・
薬局及びその周辺において、混乱による不測の

事態の防止を図るため、必要に応じた警戒活動等を行う。(警察庁)

・海外発生期の記載を参照。

(削除)

【バンデミックワクチン】
・引き続き、パンデミックワクチンの製造を進め、製造され次第、機種

を開始する。医療従事者及び社会機能の維持に関わる者に対するプレ

バンデミックワクチンの有効性が認められない場合には、これらの者

に対し、バンデミックワクチンの先行接種を行う。(厚生労働省)

・新型インフルエンザウイルスの特徴を踏まえ、バンデミックワクチン

の接種順位及び接種体制について検討を行い、国民に周知する。(厚

生労働省)

(削除)



第二段階 盛勘叡 潮 4″ 庭彩 4霧 噺

【モニタリング】
・引き続き、プレバンデミックワクチンの接種実施状況モニタリングを

行うとともに、有効性の評価、副反応情報の収集 ・分析を行う。(厚

生労働省)

【事業の縮小 ・継続】
・全国の事業者に対し、不要不急の業務の縮小や職場での感染防止策を

講ずるよう要請する。(関係省庁)
。社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業の継続を要請する。(関

係省庁)

【業務の重点化 ・継続等】
。全国の事業者に対し、職場における感染予防策を講じ、事業継続に不

可欠な重要業務への重点化を図るよう要請する。(関係省庁)
・社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業の継続を要請する.その

際、当該事業継続のための法令の弾力運用について、必要に応じ、周

知を行う。(関係省庁)
。各事業者における事業継続の状況や新型インフルエンザによる被害

状況等を確認し、必要な対応策を速やかに検討する。(関係省庁)

【事業者への支援】
・ 新 型インフルエンザがまん延し、中小企業等の事業者の経営の安定

に必要だと考えられる場合に、政府関係金融機関等に対し、特別な金

融を実施するなど実情に応じ適切な措置を講ずるよう要請する。(経済

産業省、農林水産省、財務省、厚生労働省)

【物資供給の要請等】
・ 新 型インフル土ンザヘの対応として必要な場合には、地方公共団体

と連携し、製造 ・販売事業者等に対して緊急物資をはじめとした医薬

品、食料品等の必要な物資について円滑な流通が行われるよう要請す

新型インフルエンザヘの対応として必要な場合には、地方公共団体

舞 鮒 ― まん― 鹿″

【社会的弱者への支援】
・市区町村に対し、在宅の障害者や高齢者等への生活支援 (見回り、介

護、訪間看護、訪問診療、食事提供等)、搬送、死亡時の対応等を行

うよう要請する。(厚生労働省)

【遺体の火葬 ・安置】
・ 都 道府県に対し、火葬場の経営者に可能な限り火葬炉を稼働させるよ

う、要請する。

また、死亡者が増加し、火葬能力の限界を超えることが明らかになっ

た場合には、一時的に遺体を安置する施設等を直ちに確保するよう、
市区町村に対し、要請する。(厚生労働省)

【犯罪の予防 ・取締り】
・ 引 き続き、混舌Ыこ乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、

犯罪情報の集約に努めt広 報啓発活動を推進するとともに、悪質な事

犯に対する取締りを徹底する。(警察庁)

と連携し、運撲事業者等に対して、医薬品、食料品等の緊急物資の運

送等を要請する。(国土交通省、関係省庁)

新型インフルエンザの流行に伴い、生活関連物資等の価格が高騰し
ないよう、また、買占め ・売惜しみが生じないよう、調査 ・監視する

とともに、必要に応二、皿 団体等への指導、国民の相談窓口の設置

等を行う。(消費者庁、関係省庁)

【社会的弱者への支援】
・市区町村に対し、在宅の自齢者、障害者等の社会的弱者への支援 (見

回り、介護、訪間看護、訪間診療、食事提供等)、搬送、死亡時の対

応等を行うよう要請する。(厚生労働省)

【遺体の火葬 。安置】
・都道府県に対し、火葬場の経営者に可能な限り火葬炉を稼働させるよ

う、要請する。(厚生労働省)
・都道府県を通じ、市区町村に対し、死亡者が増加し、火葬能力の限界

を超えることが明らかになった場合には、一時的に遺体を安置する施

設等を直ちに確保するよう要請する。(厚生労働省)

【犯罪の予防 ・取締り】
・ 引 き続き、混舌‖こ乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、

犯罪情報の集約に努め、広報啓発活動を推進するとともに、悪質な事

犯に対する取締りを徹底する。(警察庁)



小康期    |
・新型インフルエンザの患者の発生が減少し、低い水準でとど

まっている状態。

1)社 会 ・経済機能の回復を図り、流行の第二波に備える。

対策の考え方 :

1)第 二波の流行に備えるため、第一波に関する対策の評価を行

うとともに、資器材、医薬品の調達等、第一波による医療提供体

制及び社会 。経済活動への影響から早急に回復を図る。

2)第 一波の終息及び第二波発生の可能性やそれに備える必要性

について国民に情報提供する。

3)情 報収集の継続により、第二波の発生の早期探知に努める。

4)第 二波の流行による影響を軽減するため、未接種者を対象に

政府対策本部は、蔓聞塗⊇意見を踏まえ、小康期に入つたことを宣

言する。(内閣官房、全省庁)

これまでの各段階における対策に関する評価を行い、必要に応 じ、

行動計画、ガイ ドライン、指針 ・勧告等の見直 しを行う。(厚生労働

省、関係省庁)

第四麟 ' ■ヽ輔

新型インフルエンザ対策本部は、整固垂旦全2意 見を踏まえ、小康

期に入つたことを宣言する。(内閣官房、全省庁)

これまでの各段階における対策に関する評価を行い、必要に応じ、

行動計画、ガイドライン、指針 ・勧告等の見直しを行う。(厚生労働

省、関係省庁)

二患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態)

流行の第二波に備える。

【国際的な情報収集】
・海外での新型インフルエンザの発生状況、各国の対応について、国際

機関 ・諸外国等を通じて必要な情報を収集する。(厚生労働省、外務

省

(項目名の変更 (上述))

(削除)

(削除)

【サ=ベ イランス】
・インフルエンザに関する通常のサーベイランスを継続する。(厚生労

働省)
・再流行を早期に探知するため、学校等でのインフルエンザの集団発生

の把握を強化する。(厚生労働省、文部科学省)

【情報提供】

引き続き、国民に対し、利用可能なあらゆる媒体 ・機関を活用し、第
一波の終息と第二波発生の可能性やそれに備える必要性を情報提供

する。(関係省庁)

(削除)

物  //畷む″

海外の新型インフルエンザ等の発生状況について、諸外国、国際機

盟笠を通じて必要な情報を収集する。(申 生労働省)

これまで実施してきた発生動向調査、サーベイランス等について評価

し、人材、資器材の有効活用を行う。(厚生労働省)

国内での発生状況が小康状態となった段階で、バンデミックサーベイ

ランスを中止する。(厚生労働省)

引き続き、予防接種副反応迅速把握システム、ウイルス学的サーベイ

ランス、臨床情報共有システムを実施する。(厚生労働省)

【情報提供】
・引き続き、流行の第二波に備え、国民への情報提供と注意喚起を行う。

(関係省庁)



・国民からコァルセンター等に寄せられた問い合わせ、地方公共団体や

関係機関等から寄せられた情報等をとりまとめ情報提供のあり方を

解価し、見直しを行う。(関係省庁)

【情報共有】
・地方公共団体や関係機関等とのインターネット等を活用したリアル

タイムかつ双方向の情報共有の体制を維持し、第二波に備えた体制の

再整備に関する対策の方針を伝達し、現場での状況を把握する。(厚

生労働省)

【コールセンターの縮小】
・状況を見ながら、国のコールセンターを縮小するとともに、都道府県・

市区町村に対しコールセンターの縮小を要請する。(厚生労働省)

第四段階 '■ヽ輔

生労働省)

・情報提供体制を評価し、流行の第二波に向けた見直しを行う。(関係省

庁)

【相談窓口】
・状況を見ながら、都道府県等の相談窓口やコールセンターを縮小する。

(厚生労働省)

歓 顔                     タ

後嘴へ移行)

【国内での感染拡大防止策】           `
・各地域の流行状況を踏まえつつ、都道府県等に対し、学校 ・保育施設

等の臨時休業や集会の自粛等の解除の目安を示す。(厚生労働省、関係

省庁)

秋 劇 ガ

の

【国内での感染防止】
・各地域の感染動向を踏まえつつ、墨出や集会の自粛の解除、学校や通

所施設等の再開等を行う時期について検討を行い、周知する。(厚生労

働省、関係省庁)

'卜薫親

【水際対策】
'海 外での発生状況を踏まえつつ、渡航者等への情報提供 ・注意喚起の

内容を順次見直す。(外務省、厚生労働省)

物  //醐

【水際対策】

海外での流行状況を踏まえつつ、渡航自粛、出入国者への特別の広報

や指導等を順次縮小すこ  (外務省、厚生労働省)

【医療体制】
・都道府県等に対し、以下を要請する。(厚生労働省)
> 新 型インフルエンザ発生前の通常の医療体制に戻す。
> (肖 1除)

> 不 足している医療資器材や医薬品の確保を行う。

【抗インフルエンザウイルス薬】
。 国 内外で得られた新型インフルエンザについての知見を整理し、適

正な抗インフルエンザウイルス薬の使用を含めた治療指針を作成し、

都道府県及び医療機関に周知する。(厚生労働省)
。 流 行の第二波に備え、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を行う。(厚

生労働省)

【医療体制】
,都 道府県等に対し、次の点について要請する。(厚生労働省)

> 新 型インフルエンザ発生前の通常の医療体制に戻す。
メ 地 域の感染状況及びニーズを踏まえ、発熱相談センター及び発熱

外来を縮小 ・中止する。

> 不 足している医療資器材や医薬品の確保を行う。

【抗インフルエンザウイルス薬】
,内 塾で得られた新型インフルエンザについての知見を整理し、適正

な抗インフルエンザウイルス薬の使用を含めた治療指針を作成し、都

道府県及び医療機関に周知する。(厚生労働省)

流行の第二波に備え、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を行う。(厚

生労働省)

・海外発生期の記載を参照。

(削除) 【バンデミリクワクチン】

引き続き、バンデミッ2ワ クチンの開発・製造を進め、製造され次第、

医療従事者及び社会機能の維持に関わる者に対する先行接種を開始
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する。(厚生労働省)
・ 引 き続き、バンデミックワクチンの機種順位及び接種体制について、

国民に周知する。(厚生労働省)

【モニタリング】
●

・ 引き続き、接種症例を踏まえ、プレバンデミックワクチン等の安全

性 ・有効性に関する評価を行う。(厚生労働省)

社会機能の維持に関わる事業者に対し、これまでの被害状況等の確認

を要請するとともに、流行の第二波に備え、事業を継続していくこと

ができるよう、必要な支援を行う。(関係省庁)
一般の事業者に対し、各地域の感染動向を踏まぇつつ、縮′1 ・ヽ中止し

ていた業務を再開しても差し支えない時期について検討を行い、周知

する。(厚生労働省、関係省庁)

【業務の再開】
・全国の事業者に対し、各地域の感染動向を踏まえつつ、事業継続に不

可欠な重要業務への重点化のために縮小・中止していた業務を再開し

ても差し菫えなぃ量周知する。(厚生労働省、関係省庁)
・社会機能の維持に関わる事業者に対し、これまでの被害状況等の確認

を要請するとともに、流行の第二波に備え、事業を継続していくこと

ができるよう、必要な支援を行う。(関係省庁)

【事業者への支援】
・新型インフルエンザがまん延し、中小企業等の事業者の経営の安定に

必要と考えられる場合に、政府系金融機関等に対し、特別な融資を実

施するなど実情に応じ適切な措置を講じるよう要請する。(経済産業

省、農林水産省、財務省、厚生労働省)

国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応について

□
国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合

(現行行動計画の該当部分を抜粋)

の対策

【政府の体制強化】
・速やかに関係省庁対策会議を開催し、情報の集約 ・共有 ・分析を行

長亀与:Ft   対
零叩 す硝 日 こついて

警
議

1

(後段へ移行)

【国際間の連携】
・ 家 きん等における高病原性鳥インフルエンザの発生や鳥インフルエ

ンザの人への感染、それらへの対応等の状況について、海外関係機

関等との情報交換を行う。(厚生労働省、農林水産省、文部科学省、

環境省、外務省)

【国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応】
・速やかに関係省庁対策会議を開催し、情報の集約 。共有 ・分析を行

うとともに、人への感染拡大防止対策に関する措置について協議 ・

決定する。(内閣官房 ・関係省庁)

【情報収集】

(略)

【国際間の連携】
・家きん等における高病原性鳥インフルエンザの発生や鳥インフルエ

ンザの人への感染、それらへの対応等の状況について、海外関係機

関等との情報交換を行うとともに、新型インフルエンザの発生時に

起 堅 國 幽 幽 整 Ш 識 堕 重 盤 踵 劃 塵 L(厚

生労働省t農 林水産省、文部科学省、環境省、外務省)



【情報収集】
・鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザに関する国内外の情報を

収集する。(厚生労働省、農林水産省、外務省、文部科学省)

> 情 報収集源
/ WHO、 01E、国連食糧農業機関 (FAO))
/ 在 外公館
/国 立感染症研究所 :WHOイ ンフルエンザコラボレーティン

グセンター

/ 国 立大学法人北海道大学 :OIEリ ファレンスラボラトリー

/ 独 立行政法人動物衛生研究所
/ 地 方自治体
/検 疫所

【鳥インフルエンザの人への感染に対するサーベイランス】
・ 鳥 インフルエンザ (H5Nl)や その他の鳥インフルエンザ (四類

感染症)の 人への感染について、医師からの届出により全数を把握

する。 (厚生労働省)
・国内における新型インフルエンザ発生を迅速に把握するため、NE

SID(感 染症サーベイランスシステム)疑 い症例調査支援システ

ムによるサーベイランスを実施する。 (厚生労働省)
・ ウ イルス株情報を収集するウイルス学的サーベイランスを実施す

る。 (厚生労働省)

【情報収集】
。 鳥 インフルエンザに関する国内外の情報を収集する。(厚生労働省、

農林水産省、外務省、文部科学省)

> 情 報収集源
/ 国 際機関 (WHO、01E、国連食糧農業機関 (FAO)笠 )
/ 在 外公館
/ 国 立感染症研究所 :WHOイ ンフルエンザコラボレーティ

ングセンター

V/ 国立大学法人北海道大学 :OIEリ ファレンスラボラトリ

/ 独 立行政法人動物衛生研究所
/ 地 方公共団体
/ 検 疫所

【鳥インフルエンザの人への感染に対するサーベイランス】
・ 鳥 インフルエンザの人への感染について、医師からの届出により全

数を把握する。 (厚生労働省)

・
酸
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国内で鳥インフルエンザの人への感染が確認された場合、発生した

地方公共団体と連携 し、発生状況及び対策について、国民に積極的

な情報提供を行う。 (厚生労働省)

【在外邦人への情報提供】
・鳥インフルエンザの発生国に滞在 ・留学する在外邦人に対し、直接

または国内の各学校等を通じ、海外での家きん等における高病原性

鳥インフルエンザの発生状況や鳥インフルエンザの人への感染状況

について情報提供、感染予防のための注意喚起 (養鶏場や生きた鳥

が売られている市場への立入り自粛等)を行う。(外務省、厚生労働

省、文部科学省)
・rfつ対策■こ多 %。 1実施主体=こ文部科学省を切 ノ

【人への鳥インフルエンザの感染防止策】

(水際対策)
・検疫所は、鳥インフルエンザ (H5Nl)に ついて、有症者の早期

発見に努めるとともに、有症者の対応に必要な備品t検 査機器等を

十分整備し、検疫法に基づく診察、健康監視、都道府県知事への通

知等を実施する。(厚生労働省)

(疫学調査、感染防止策)
。都道府県等に対し、必要に応じて、疫学、臨床等の専門家チームを

。国内で家きん等に高病原性鳥インフルエンザが発生した場合や鳥イン

フルエンザの人への感染が確認された場合、発生した地左豊詮埜と連

携し、発生状況及び対策について、国民に積極的な情報提供を行う。

(厚生労働省、農林水産省、環境省)

【在外邦人への情報提供】
・在外邦人に対し、海外での家きん等における高病原性鳥インフルエ

ンザの発生状況や鳥インフルエンザの人への感染状況について情報

提供、感染予防のための注意喚起 (養鶏場や生きた鳥が売られてい

る市場への立入り自粛等)を 行う。(外務省、厚生労働省)

。 国 内の各学校等に対し、鳥インフルエンザの発生国に留学している

在籍者に感染対策についての周知徹底するよう、要請する。(文部科

学省)

【人への鳥 ・新型インフルエンザの感染防止策】

(水際対策)
・検疫所は、鳥インフルエンザ (H5Nl)に ついて、サーモグラフィ
ー等を用いて入国者の体温を計測することにより、有症者の早期発見

に努めるとともに、有症者の対応に必要な備品、検査機器等を十分整

備し、検疫法 (昭和第26年 法律第201号 )に 基づく診察、健康監視、

都道府県知事への通知等水際対策を強化する。 (厚生労働省)

(国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対F●)
。都道府県等に対し、必要に応じて、疫学、臨床等の専門蒙チームを
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遣耐県等に対し、疫学調査や接触者への対応 (外出自粛の要請、

抗インフルエンザウイルス薬の予防投与、有症時の対応指導等)、死

亡例が出た場合の対応 (埋火葬等)等 の実施を要請する。(厚生労働

省)
・ 防 疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応 じた警戒活動等を

行う。(警察庁)
・ 鳥 インフルエンザ感染が疑われる者 (有症状者)に 対しては、墾出

自粛や出国自粛を要請する。(厚生労働省)
。 国 内発生情報について、国際保健規則 (IHR)に 基づき、WHO

へ通報する。(厚生労働省)

(家きん等への防疫対策
※)

χ易″″動計″ 稼 まん ′級 勁吻=こお%膨 渤議鳴 イン7/bエン′″嬢″

ガ 循"で魂饉ι/_―場合の対応)″1ら″♯

・ 鳥 インフルエンザの人への感染を防止する観点から、新型インフル

エンザヘの変異を起こす可能性がある高病原性鳥インフルエンザの

家きんでの発生を予防するため、高病原性鳥インフルエンザが発生

している国 ・地域からの家きん等の輸入停止、渡航者への注意喚起、

国内の農場段階での衛生管理等を徹底するほか、国内の家きんに高

病原性及び低病原性鳥インフルエンザが発生した場合には、次の対

策を実施する。(関係省庁)

>都 道府県

的二防疫措置 (患畜等の殺処分、周辺農場の飼養家きん等の移

動制限等)を 支援する。(農林水産省)

積極的疫学調査を実施するとともに、都道府県等に対して、積極的

疫学調査や接触者べの対応 (外出自粛の要請、抗インフルエンザウ

イルス薬の予防投与、有症時の対応指導等)、 死亡例が出た場合の

対応 (埋火葬等)等 の実施を要請する。 (厚生労働省)

防疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警戒活動等を

行う。(警察庁)

鳥インフルエンザ感染が疑われる者 (有症状者)に 対しては、出国

自粛を要請する。(厚生労働省)

国内発生情報について、国際保健規則 (lHR)に 基づき、WHO

へ通報する。(厚生労働省)

〔新設)  ″

議 )

都道府県に対して、感染家きん等への防疫措置 (患畜等の殺処分、

周辺農場の飼養家きん等の移動制限等)に ついて助言することによ

り。感染拡大を防止する。(農林水産省)

高病原性鳥インフルエンザが急速に拡大し、迅速なまん延LIL措置

が困難となった場合には、必要に応 じ、家きん用の備蓄ワクチンを

使用する。(農林水産省)

画`画面分羽薮が夭規模となる等、緊急に対応する必要があり、都
道府県による対応が困難である等やむを得ないと認められる場

合には、都道府県からの求めに応じ、自衛隊の部隊等による支

援を行う。(防衛省)

>防 疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警戒活動

等を行う。(警察庁)

殺処分羽数が大規模となる等、緊急に対応する必要があり、都道府

県による対応が困難である等やむを得ないと認められる場合には、

都道府県からの求めに応じ、自衛隊の部隊等による支援を行う。(防

衛省)

防疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警戒活動等を

行う。(警察庁)

働

都道府県等に対し、感染鳥類との接触があり、感染が疑われる患者

に対し、迅速かつ確実な診断を行い、確定診断がされた場合に、適

切な感染拡大防止策を講じた上で、抗インフルエンザウイルス薬の

投与等による治療を行うよう、助言する。(厚生労働省)

都道府県等に対し、患者の検体を国立感染症研究所へ送付し、亜型

検査、遺伝子解析等を実施するよう要請する。また、検査方法につ

いて、各地方衛生研究所で実施できるよう情報提供を行う。(厚生労

働省)
,都 道府県等に対し、鳥インフルエンザ (H5Nl)の 患者 (疑似症

患者を含む。)について、感染症法に基づき、入院等の措置を講ずる

よう要請する。(厚生労働省)
,(離 イ=移行)

〔前段1こ移伊

【国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応】
・都道府県等に対し、感染鳥類との接触があり、感染が疑われる患者

に対し、迅速かつ確実な診断を行い、確定診断がされた場合に、腟

圧病床の使用等感染対策を講じた上で、抗インフルエンザウイルス

薬の投与等による治療を行うよう、助言する。(厚生労働省)
・都道府県等に対し、患者の検体を国立感染症研究所へ送付し、亜型

検査、遺伝子解析等を実施するよう要請する。また、検査方法につ

いて、各地方衛生研究所で実施できるよう情報提供を行う。(厚生労

働省)
・都道府県等に対し、感染症法に基づく二類感染症である鳥インフル

エンザ (H5Nl)の 患者 (疑似症患者を含む。)に ついて、入院等

の措置を講ずるよう要請する。(厚生労働省)
・ 積 極的疫学調査を実施するとともに、 ・ ・・ (略)

【鳥インフルエンザ発生等の場合の情報提供】

(略)



用語解説

説】解語【用

○

※アイウエオ順

インフルエンザウイルス

インフルエンザウイルスニ抗原性の違いから、A型、日型、C型に

大きく分類される。人でのパンデミックを引き起こすのはA型のみで

ある。A型 はさらに、ウイルスの表面にある赤血球凝集素 (HA)と

ノイラミニダーゼ (NA)と いう、2つ の糖蛋自の抗原性の違いによ

り亜型に分類される。(いわゆるA/HlNl、 A/H3N2と いうのは、

これらの亜型を指している。)

(後段へ移行)

家きん
'鶏

、あひる、うずら等、家畜として飼養されている鳥。

なお、家畜伝染病予防法における高病原性鳥インフルエンザの対象

家畜として、鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、ほろほろ鳥及び

七面鳥が指定されている。

○

(後段へ移行)

説】解語【用

0 インフルエンザ

インラルエンザは、インフルエンザウイルスによる感染症で、原因
となっているウイルスの抗原性の違いから、A型、B型、C型に大き
く分類される。A型はさらに、ウイルスの表面にある赤血球凝集素(H

A)と ノイラミニダーゼ (NA)と いう、2つの糖蛋自の抗原性の違

いにより亜型に分類される。(いわゆるハ/ソ連型 (Hl N12、 A/査

港型 (H3N2と というのは、これらの亜型を指している。)

O澤

(略)

インフルエンザ

家きん

鶏、あひる、うずら等、家畜として飼養されている鳥。

なお、家畜伝染病予防法における高病原性鳥インフルエンザの対象

家畜として、鶏、あひる、きじ、だちょう、ほろほろ鳥及び七面鳥が

指定されている。

○

○ バ ンデミック

(略)

○ 感 染症指定医療機関

感染症法に規定する特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医

療機関、第二種感染症指定医療機関及び結核指定医療機関のこと。
*特定感染症指定医療機関 :新感染症の所見がある者又は一類感

染症、二類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者

の入院を担当させる医療機関として厚生労働大臣が指定した病

院。
*第一種感染症指定医療機関 :一類感染症、二類感染症又は新型

インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関と

して都道府県知事が指定した病院。
*第二種感染症指定医療機関 :二類感染症又は新型インフルエン

ザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として都道府県

知事が指定した病院。
*結核指定医療機関 :結核患者に対する適正な医療を担当させる

医療機関として都道府県知事が指定した病院若しくは診療所

(これらに準ずるものとして政令で定めるものを含む。)又は薬

局。            ‐

0 感 染症病床

病床は、医療法によつて、一般病床、療養病床、精神病床、感染症

病床、結核病床に区別されている。感染症病床とは、感染症法に規定

する新感染症、一類感染症、二類感染症及び新型インフルエンザ等感

染症などの患者を入院させるための病床である。

○ 感 染症指定医療機関

感染症法に規定する特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医

療機関、第二種感染症指定医療機関及び結核指定医療機関のこと。

*特定感染症指定医療機関:新感染症の所見がある者又は一類感

染症、二類感染症若し〈は新型インフルエンザ等感染症の患者

の入院を担当させる医療機関として厚生労働大臣が指定した

病院。
*第一種感染症指定医療機関 :―類感染症、二類感染症又は新型

インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関

として都道府県知事が指定した病院。
*第二種感染症指定医療機関:二類感染症又は新型インフルエン

ザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として都道府

県知事が指定した病院。

*結核指定医療機関 :結核患者に対する適正な医療を担当させる

医療機関として都道府県知事が指定した病院若しくは診療所

(これらに準ずるものとして政令で定めるものを含む6)又 は

薬局。

O 感 染症病床、結核病床
‐

病床は、医療法によつて、一般病床、療養病床、精神病床、感染症

病床、結核病床に区別されている。感染症病床とは、感染症法に規定

する新感染症、一類感染症、二類感染症及び新型インフルエンザ等感

染症などの患者を入院させるための病床であり、結核病床とは、結核

の患者を入院させるための病床である。



○ 帰 国者 ・接触者外来

発生国からの帰国者や国内患者との濃厚接触者であつて、発熱 ・呼

吸器症状等を有するものを対象とした外来。

○ 帰 国者 ・接触者相談センター

発生国から帰国した者又は新型インフルエンザ患者への濃厚接触者

であって、発熱 ・呼吸器症状等を有する者から、電話で相談を受け、

帰国者 ・接触者外来に紹介するための相談センター.

O 抗 インフルエンザウイルス薬

インフルエンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによつて、

インフルエンザの症状を軽減する薬剤。ノィラミニダーゼ阻害剤は抗

インフルエンザウイル薬の一つであり、ウイルスの増殖を押える効果

がある。

○

(後段へ移行)

として装着するマスク、ゴーグル、ガウン、手袋等をいう。病原体の

感染経路や用途 (スクリーニング、診察、調査、侵襲的処置等)に 応

じた適切なものを選択する必要がある。

(新設)

(新設)

0 抗 インフルエンザウイルス薬

インフルエンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによつて、

インフルエンザの症状を軽減する薬剤。ノイラミニダニゼ阻害剤は抗

インフルエンザウイル薬の一つであり、ウイルスの増殖を押える効果

がある。

O

○ サ ーベイランス

(略)

個人防護具 (P e r s O n a l  P r o t e c t i v e  E q u i p m e n t : P P E )

マスク、ゴーグル、ガウン、手袋等のように、各種の病原体、化学

物質、放射性物質、その他の危険有害要因との機触による障害から個

人を守るために作成 ・考案された防護具。特に病原体の場合は、その

感染を防御することが目的でありL感染経路や用途 (スクリーニング、

診察、調査、侵襲的処置等)に 応じて適切なPPEを 考案 。準備する

必要がある。

○ サ ーベイランス

見張り、監視制度という意味。

疾患に関して様々な情報を収集して、状況を監視することを意味す

る。特に、感染症法に基づいて行われる感染症の発生状況 (患者及び

病原体)の 把握及び分析のことを示すこともある。

(肖1除)

(肖J除)

(肖1除)

(肖1除) _

○ サ ーベイランス

見張り、監視制度という意味。

特に人の感染症に関しては、感染症法に基づき、感染症の発生状況

(患者及び病原体)の 把握及び分析が行われている。

感染症サーベイランス システム (NESID)

感染症法では、感染症の発生を迅速に把握することによって、感染

症の予防と拡大防止、そして国民に正確な情報を提供することを目的

として、日常的に種々の感染症の発生動向を監視している。これは感

染症を診断した医療機関からの発生報告を基本としており、これらの

発生報告を一元的に効率よく収集解析するために、地方自治体と国の

行政機関を結ぶネットワーク又はインターネットをベースに構築さ

れた電子的なシステムを指す。

病原体サーベイランス

感染症サーベイランスのうち、特に、感染の原因となつた病原体に

ついての発生数や詳細な種類などについて報告してもらい、状況を監

視するシステム。

○ 症 候群サーベイランス

あらかじめ指定する医療機関において、一定の症候を有する患者が

診察された場合に、即時的に報告を行つてもらい、感染症の早期発見

を目的とするシステム。

O 疑 い症例調査支援システム

感染症サニベイランスシステム (NESID)等 を用いて、大規模

な流行の可能性がある感染症に感染した疑いがある患者に関する情

○

O



(肖1除)

(削除)

(肖1除)

(肖1除)

○

報 (行動履歴、接触者情報を重点に置く。)を 登録し、疫学的リンク

や異常な症状から、新しい亜型のインフルエンザ患者を発見するため

に、疑われる症例を診断に結びつけていくシステム。

ウイルス学的サーベイランス

流行している新型インフルエンザウイルスの抗原性、遺伝子型、抗

インフルエンザウイルス薬への感受性を調べtワ クチンの効果や治療

方法の評価、あるいはそれらの変更の根拠とするためのシステム。

アウトブレイクサーベイランス

地域や医療機関でのアウトブレイク (発熱と上気道症状、あるいは

肺炎を罹患、それによる死亡など、類似の症状を呈する3人以上の患

者が存在し、同居者などの疫学的なリンクがある場合やそのうちの1

人が医療従事者である場合)な どの集団感染の発生を検知するシステ

ム。

パンデミックサーベイランス

第一段階から第二段階までの間、国内発生を可能な限り早期に発見

することを目的として、定点医療機関等において、軽症例の患者の集

積及び重症例の患者の集積を把握するサーベイランスシステム。

第二段階から第四段階までの間、新型インフルエンザの発生動向等

を迅速に把握及び還元することを目的として、指定届出機関におい

て、外来患者数、入院患者数及び死亡者数を把握するサーベイランス

システム。

予防接種副反応迅速把握システム

ワクチンの副反応の状況を把握するシステム.接 種継続の是非、対

象者の限定、予防接種優先順位の変更等の判断に役立てること目的と

0

○

○

(肖1除)

(後段へ移行)

O 指 定届出機関

感染症法に規定する五類感染症のうち厚生労働省令で定めるもの又

は二類感染症、三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症の疑似症

のうち厚生労働省令で定めるものの発生の状況の届出を担当させる病

院又は診療所として、都道府県知事が指定したもの。

O 死 亡率(Monalitv Rate)

ここでは、人口 10万 人当たりのt流 行期間中に新型インフルエンザ

に罹患して死亡した者の数。

0 人 工呼吸器

救急時 ・麻酔使用時等に、患者の肺に空気又は酸素を送って呼吸を

助けるための装置。

(前段へ移行)

する。

薬剤耐性株サーベイランス

収集したウイルス株の薬剤感受性試験や遺伝子解析を行い、抗イン

フルエンザウイルス薬に対する耐性株の出現頻度やその性状等につ

いて把握するための検査を行う。

○ ト リアージ

(略)

○ 指 定届出機関

感染症法に規定する五類感染症のうち厚生労働省令で定めるもの

又は二類感染症、三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症の疑似

症のうち厚生労働省令で定めるものの発生の状況の届出を担当させ

る病院又は診療所のこと。

(新設)

○ 人 工呼吸器

救急時 ・麻酔使用時等に、

助けるための装置。

患者の肺に空気又は酸素を送つて呼吸を

○

○ 個 人防護具 (Personal Protective Equipment:PPE)

(前段へ移行)



○ 積 極的疫学調査

患者、その家族及びその患者や家族を診察した医療関係者等に対し、

質問又は必要な調査を実施し、情報を生墨上分量を重うことにより、

(新設)

(新設)

○ ト リアTジ

災害発生時などに多数の傷病者が発生した場合に、適切な搬送、治

療等を行うために、傷病の緊急度や程度に応じて優先順位をつけるこ

と。

O 発 熱外来

新型インフルエンザに係る診療を効率化し混乱を最小限にするた

めに設置 さ         設 。第            発

感染症の発生の状況及び動向、その原因を明らかにすること。感染症

法第 15条に基づく調査をいう。

○ 致 死率(Case Fatdity Rate)

ここでは、流行期間生に逝型エンフルエンザに罹患した者のうち、

死亡した者の割合。

トリアージ

災害発生時などに多数の傷病者が発生した場合に、適切な搬送、治

療等を行うために、傷病の緊急度や程度に応じて優先順位をつけるこ

と。

(本文へ移行)

熱外来は、新型インフルエンザの患者とそれ以外の疾患の患者とを振

り分けることで両者の接触を最小限にし、ヽ感染拡大の防止を図ること

を目的とする二笙三量墜の生■延』以降に上ける発熱外来は、感染防

止策を徹底した上、新型インフルエンザの患者の外来集中に対応する

ことに加え、軽症者と重症者のトリアージにとり入院治療の必要性を

判断することを目的とする。

○ 鳥 インフルエンザ

A型 インフルエンザウイルスを原因とする鳥の感染症のこと。この

O 濃 厚接触者

患者と長時間居合わせたなどにより、新型インフルエンザの感染が

疑われる者。

○ 発 病率CAttack Rate)_

新型インフルエンザの場合は、全ての人が新型インフルエンザのウ

イルスに曝露するリスクを有するため、ここでは、人口のうち、流行

期間中に新型インフルエンザに罹患した者の割合。

(前段へ移行)

(前段へ移行)

うち、家きんに対し高い死亡率を示すなど特に強い病原性を示すもの

を 「高病原性鳥インフルエンザ」という。

. 近 年、鳥から人への偶発的な感染事例が認められているが、病鳥又

はその死骸やそれらの内臓、排泄物等に濃厚に接触 した場合等に起こ

ると考えられており、十分に加熱調理された鶏肉や鶏卵からの感染の

報告はない。

なお、感染症法においては、鳥由来のH5Nl亜 型のインフルエン

ザウイルスが人に感染することで引き起こす疾患を 『鳥インフルエン

ザ (H5Nl)」 という。

(新設)

(新設)

○ 感 染症指定医療機関

(略)

O 感 染症病床、結核病床

(略)



(前段へ移行)

0 バ ンデミック

感染症の世界的大流行。

特に新型インフルエンザのパンデミツクは、ほとんどの人が新型イ
ンフルエンザのウイルスに対する免疫を持っていないため、ウイルス

が人から人へ効率よく感染し、世界中で大きな流行を起こすことを指
す。

0

(後段へ移行)

パンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生した段階で、出現した新型インフルエン
ザウイルス又はこれと同じ抗原性をもつウイルスを基に製造されるワ
クチン。

(前段へ移行)

ブレバンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生する前の段階で、新型インフルエンザウ

0

院内感染を防ぐために、病室の内部の気圧をその外部の気圧より低

くすることによつて、外部に感染症の病原体を拡散させないようにし

ている病床。

○ 指 定届出機関

(略)

○ パ ンデミック

感染症の世界的大流行。

特に新型インフルエンザのパンデミックは、近年これが人の世界に存在

しなかつたためにほとんどの人が免疫を持たず、人から人へ効率よく盛
染する能力を得て、世界中で大きな流行を起こすことを指す。

O

O PCR(Polylnerase Chain Reaction:ポ リメラーゼ連鎖反応)

(略)

パンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生した段階で、出現した新型インフルエンザウ

イルス又はこれと同じ抗原性をもつウイルスを基に製造されるワクチン

0 抗 インフルエンザウイルス薬

(略)

プレバンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生する前の段階で、新型インフルエンザウ

○

イルスに変異する可能性が高い鳥インフルエンザウイルスを基に製造

されるワクチン (現在、我が国ではH5Nl亜 型の鳥インフルエンザウ

ゴルスを用いて製造)。

(前段へ移行)

O PCR(Po!ymerase Chain Reaction:ポ リメラーゼ連鎖反応)

DNAを 、その複製に関与する酵素であるポリメラーゼやプライマ
ーを用いて大量に増幅させる方法。ごく微量のDNAで あっても検出

が可能なため、病原体の検査に汎用されている。インフルエンザウイ

ルス遺伝子検出の場合は、同ウイルスがRNAウ イルスであるため、

逆転写酵素 (Reverse Transcriptase)を用いてDNAに 変換した後

に PCRを 行 うRT― PCRが 実施 されている。

(肖1除)

(肖1除)

イルスに変異する可能性が高い鳥インフルエンザウイルスを基に製

造されるワクチン (現在はH5Nl亜 型を用いて製造)。

○ バ ンデミックワクチン

(略)

PCR(Polymerase Cha:n Reaction:ポリメラーゼ連鎖反応)

DNAを 、その複製に関与する酵素であるポリメラーゼやプライマ
ーを用いて大量に増幅させる方法。ごく微量のDNAで あっても検出

が可能なため、病原体の塗出検査に汎用されている。インフルエンザ

ウイルス検出の場合は、同ウイメレスがRNAウ イルスであるため、逆

転写酵素 (Reverse TranSCriptase)を用いてDNAに 変換した後に

PCRを 行うRT― PCRが 実施されている。

発熱相談センター

都道府県及び市区町村が保健所等に設置する電話対応専門の施設。

新型インフルエンザの患者の早期発見、当該者が事前連絡せずに直接

医療機関を受診することによるそれ以外の疾患の患者への感染の防

止、地域住民への心理的サポート及び特定の医療機関に集中しがちな

負担の軽減等を目的とする。

リスクコミュニケーション

我々を取り巻くリスクに関する情報を、行政、住民などの関係主体

間で共有し、相互に情報伝達を行い、意思疎通を図ること。

○

○

○
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米国インデイアナ州 ・ペンシルバニア州で 2011年 7～8月 に発生 した

豚由来のインフルエンザ A(H3N2)ウイルスの

2人 の幼児への感染について

出典 :米国CDC:MMWR Early Release Vol.60(2011年9月 2日)

概要 :

○インディアナ州、ペンシルバニア州でインフルエンザに罹患 した幼児 (5歳 未

満)か ら、相次いで、豚由来の H3N2ウイルスが同定された。

○患者等に関する情報は以下のとお り。

・いずれの患者も、抗インフルエンザウイルス薬による治療は受けていない

が、既に回復 している。

・ウイルスは、タミフル等の抗インフルエンザウイルス薬 (ノイラミニダー

ゼ受容体阻害薬)に 感受性があることが確認されている。

・いずれの患者も、発症前に本人又は身近な者 (育児担当者)が 豚へ接触し

たことが確認されている。

・家族など、患者に濃厚接触した者への感染は確認されていない。

○米国では過去2年に、豚由来のH3N2ウイルスは8名から同定されているが、今

回発見されたものは、ウイルスの8つの遺伝子のうち1つ (M遺伝子)が 、L

卜で流行したインフルエンザ(Hl Nl)2009の遺伝子に由来している点が異なQ

ている。(残り7つは最近の豚由来のH3N2ウイルスと同様)

このため、インフルエンザ(HlNl)2009と豚インフルエンザ(H3N2)のウイルス_

が、豚に同時感染し、「リアソータント(異なるウイルスの間で遺伝子の一部が

入れ替わること)」となつたものと考えられる。

○米国CDCは、豚への接触歴のある者でインフルエンザが疑われる場合には、検

体を州の衛生検査所に提出し、抗ウイルス薬で治療するなど、監視を強化する

よう呼びかけている。
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Swine-Origin Influenza
lndiana and

September 2′2011

A(H3N2)ViruS:nfection in Two Ch‖dren――

Pennsyivania′Juiy…August 2011

lnfluenza A viruses are endemic in many animal species, Case Reports
including humans, swine, and wild birds, and sporadic cases
of rransmission of influenza A viruses benveen humans and
animals do occur, including human infections wich avian-
origin influenza A viruses (i.e., H5N1 and H7N7) and swine-
origin influenzaA viruses (i.e., HlN1, H1N2, and H3N2) (1).

Genetic analysis can distinguish animal origin influenza viruses

from the seasonal human influenza viruses that circulate rvidely
and cause annual epidemics. This report describes two cases
of febrile respiratoiy illness caused by swine-origin influenza
A (H3N2) r,iruses idenrified on August 19 and August 26,
2011, and rhe current invesriqations. No epidemiologic link
between rhe rwo cases has been idendfied, and although
invesrigations are ongoing, no addidonal confirmed human
infections with this virus have been detected. These viruses are
similar to eight other swine-origin influenza A (H3N2) viruses
idendfied from previous human infecdons over rhe past 2 years,
but are unique in that one of the eight gene segments (matrix

[M] gene) is from the 2009 influenza A (HlNl) virus. The
acquisition of the lvl gene in these two swine-origin influenza
A (H3N2) viruses indicates that they are "reassortants" because
rhey contain genes of the swine-origin influenza A (H3N2)

virus circulating in Nonh American pigs since 1998 (2) and
the 2009 influenza A (H1N1) virus that might have been
transmitred to pigs from humans during the 2009 HlNl
pandernic. However, reassorlments of the 2009 influenza
A (HlNl) virus wirh other swine influenza A viruses have
been reported previously in swine (3). Clinicians who suspect
influenza virus infection in humans with recent exposure to
swine should obtain a nasopharyngeal swab from the patient
for timely diagnosis ar a stare public health laboratory and
consider empiric neuraminidase inhibitor anriviral treatment
ro quickly limit potential hurna4 rransmission (4.

Patient A. On August 17,2011, CDC was notified by

the Indiana State Department of Health Laboratories of a

suspected case of swine-origin influenza A (H3N2) infecrion
in a boy aged <5 years. The bo1', who had received influenza
vaccine in September 2010, experienced onset offtver, cough,

shortness of breath, diarrhea, and sore throar on July 23,

2011. He was brought to a local emergency deparrment (ED)

where a respiratory specimen later tested positive for influenza
A (H3). The boy was discharged home, but was not treated

wirh influenza anriviral medicadons. He has multiple chronic

health conditions, returned ro the ED on July 24,2011, and

was hospitalized for treatment of rhose health problems,
which had worsened. The boy was discharged home on July
27,2011, and has since recovered from this illness. As part of
routine CDC-supponed infl uenza surveillance, the respiratory
specirnen collected on July 24,2011, was forwarded to the
Indiana State Department of Health Laboratories, where
polymerase chain reaction (PCR) testing identified a susPect
swine-origin influenza A (H3N2) virus on August L7,20ll'

The specimen rvas forwarded to CDC where the ftndings were

confirmed through genome sequencing on August I 9, 201 l.

No direcr exposure to swine was idenrified for this child;

however, a caretaker reported direct contact with asymptomatic

swine in rhe weels before the boys illness onser and provided
care ro the child 2 days before illness onset. No respiratory
illness was idenrified in any of the childt family or close
contacts, the boy's caretaker, or in the family or contacts of

rhe caretaker.
Patient B. On August 24,2011, CDC was notified by

the Pennsylvania Department of Health of a suspected
case of swine-origin influenza A (H3N2) virus infection in

a girl aged <5 years. The girl, who had received influenza

U.S. Department of Health and Human Services
Centers for Disease Control and Prevention
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vaccine in September 2010, experienced acute onset of fever,

nonproductive cough, and lethalgy on August 20, 201 1' She

was broughr to a local hospital ED where a nasopharyngeal

swab tesied posirive for influenza A by rapid influenza

diagnostic ,.ti. Sh. was not treated rvith influenza alriviral

meiications and was discharged home the same day' The girl

has completely recovered from this illness.

A nasopharyngeal swab and nasal rvash specimen were

obrained at the ED and forwarded to the Pennsylvania

State Department of Health Bureau of Laboratories for

addirionJ testing as pan of routine CDC-supported influenza

surveillance. Ot A,tgust 23,2011 , the state public health

laboratory identified a suspected swine-origin influenza A

(H3N2) virus by PCR testing, and both specimens u'ere

forwarded to CDC. On August 26, 201 I , genome sequencing

confirmed the virus as swine-origin influenza A (H3N2)'

On August 16, 2011, rhe gir! was reported to have visited an

agriculiural fair rvhere she had direcr exposure to swine and

Jther animals. No additional illness in the girlt family or close

contacls has been idendfied, bur illness in other fair a*endees

conrinues to be investigated. No additional confirmed swine-

origin influenza virus infections have been identi.fied thus Far'

Epiderniologic a nd Laboratory Investigations
fu of Seprember 2' ?011, no epiderniologic link berween

patientsA and B had been identified, and no additional cases

tfconfirmed infection rvith the identified strain of swine-origin

influenza A (H3N2) virus had been idenrified' Surveillance

daca from both states showed low levels of influenza acdviry

at the time of both patienr' illnesses. Case and contact

investigations by rhe county and state human and animal

health agencies in lndiana and Pennsylvania are ongoing-, and

.nh"ncJ surveillance for additional humair cases is being

implemented in both states.

Preliminary genetic characterization of these rwo influenza

viruses has identified them as swine-origin influenzaA (F{3N2)

viruses. Full genome sequences have been posted to publicly

available web sites. The viruses are similar, but nor identical

to each other. Seven of the eight gene segments, including

the hen'ragglutinin (HA) and neuraminidase (NA) genes' are

sinlilano-ihot. of swine H3N2 influenza viruses circulating

among U.S. pigs since 1998 (2) and previously idenrified in

the eight other sporadic cases of human infection with swine-

origin influenza A (H3N2) r'iruses in the United States since

ZOd9.* The one notable difference frorn the viruses previously

identified in human infections with srvine-origin influenza A

(H3N2) virus is that these nvo viruses have a matrix (M) gene

" Addirional informarion is available ar http:l/wv.cdc. gov/fl u/rveekly/

pastreporrs.htm.

acguired from the 2009 influenza A (HlNl) virus, replacing

the classical swine M gene Present in the prior eight swine-

origin influenza A (H3N2) virus infections in humans'

A.lthough reassortment betvveen swine influenza and 2009

influenza A (H 1N 1) f iru5es has been reporred in pigs in rhe

United States (3), this particular genetic combination of

swine influenza virus segments is unique and has not been

reponed previously in either svi'ine or humans, based on a

,.ui.r,, of in0uenza genomic sequences publicly available in

GenBank.i Analysis ofdata submitted to GenBankvia the U'S.

Department of Agriculture (USDA) Swine Influenza Virus

Surveillance Program subsequent to this case identified rwo

addidonai influenza A (H3N2) isolates from swine containing

the M gene from the 2009 influenzaA (HlN1) virus' Genome

sequencing is underway to completely charactetize the genetic

composition of these rwo swine influenza isolates. (USDA

Agricultural Research Ser','ice and USDA Animal and Plant

Health Inspection Service, unpublished data, 20i l).

The viruses in these two patiens are resistant to amantadine

and rimantadine, but are susceprible to the neuraminidase

inhibitor drugs oselramivir and zanamivir. Because these viruses

carry a unique combination of genes, no informarion currently

is available regarding the capaciry of this virus to transmit

efficiendy in swine, humans, or benveen swine and humans.

Reported by

Kumar Nallusutatni, MD, Atmaram Nambiar, MD, Perrianne

Lurie, MD, Maria Moll" MD,Jantes Lute, PhD, Owen Sirnwalc,

M PH, Erica Smith, MPH, Larry Sundberg MPH, Brian Seiler,

Stephen Swanson, Pennsylaania Dept of Heahh; Nanette

Hanshau DVM, Craig Shuhz, DVM, Erin Moore, DVM,

Pams/uania Dept ofAgriculnre' Shawn Richards, Mark Glazier

Katii Masterson, Lyndsqv Hensler, MS, Indiana State Dept of

Health; Cheryl Milkr, DVM, Melissa Justice, DVM, Indiana

Board of Animal Heahh. Swine lrtfl.uenzaViras Tiam, US Dept

ofAgriculrure. Scott Epperson, MPH, Lynnette Bratnrner MPH,

Lyn Finelli, DrPH, Susan Troch, DWUI, Michael Jhung' MD'

Joseph Bresee, MD, Stephen Lindstrorn, PhD, Alexander Kimot,

Phb, DanietJemtgan, MD, Nancy Cox, PhD, Influenza Diu

National Cerner for hnmunization and Respitatory Diseases;

lefiey Milta MD, Diu ofAppliedsciences, Oft.ce of Sutaeilknce,

Epiar*Utog!, and Laboratory Seruices, CDC. Corregonding

C.ontributor: Scott Eppenon, se??erton@dc.gou 404-639-3747.

i Available at http://wuv.ncbi.nlm.nih.gov/Genbank.
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Editorial Note
'Io 

derecr human infections with animal influenza viruses
more effectively, CDC and state and local healrh deparrments
have srrengthened laboratory and epidemiologic procedures
to prompdy detect sporadic cases such as rhese. Since 2005,
stare public health laboratories have had the capabiliry to
derecr non-human origin-infl uenza A viruses by PCR testing.
From 2005 ro 2007, CDC received reports of approximately
one human infection with a swine-origin influenza virus each
year.In2007, human infection with a novel influenzaAvirus,
including swine-origin influenza virus infections, became a
nationally notifiable condition. Since that time, CDC has
received approximately three to fir'e reports a year of human

infections rvith swine-origin influenza viruses. The recent
increase in reporting might be, in part, a result of increased
influenza testing capabilides in public health laboratories that
allorns for identification of humaa and srvine-origin influenza
viruses, but genetic changes in srvine influenza viruses and
other factors also might be contriburing to rhis increase (5-V.

During December 2005-November 2010, before the two cases
described in this report, 2l cases of human infection rvith

swine-origin influenza were reported (12 cases with swine-
origin influenza A (HlNl) virus infection, eight cases with

wine-origin influenzaA (H3N2) virus infection, and one case

with swine-origin influenza A (H lN2) virus infection). Six of

these 21 cases occurred in patients who reponed direct exPosure

ro pigs; 12 padents reported being near pigs; human-to-human

transmission was suspected in rwo cases after epidemiologic

investigations revealed no reported coutact with swine in either

case, but contact with ill persons who reported swine exposure
was the suspected source ofinfection; the exposure in one case

was unknown (S) (CDC, unpublished data; 2011). Although

the r.ast majoriry of human infections with animal influenza

viruses do not result in human-to-human transmission (9,10),

each case should be invesrigared fi.rlly to ascertain whether these

viruses are transmitted among humans and to limir further

exposure of humans to infected animals, if infected animals

are identified. Such investigations require close collaboration

benveen CDC, state and local public health officials, and

animal heal th officials.
The lack of known direcc exposure ro pigs in one of rhe

rwo cases described in this reporr suggests rhe possibility
that limired human-to-human transmission of this influenza
virus occurred. Likely transmission of swine-origin influenza

A (H3N2) virus fiom close conract with an infecred Person
has been observed in past investigations of human infections

with swine-origin influenza A virus. buc has not resulted

in sustained human-to-'hunran transmission. Preliminary

evidence.from the investigation ofthe lndiana case shows no

ongoing rransmission. No influenza illness has been idendfied,

bur if additional chains of transmission are idenrified rapid
intervention is rvarranred trf to prevent further spread of the
virus. Clinicians should consider swine-origin influenzaAvirus
infection as rvell as seasonal influenza virus infections in the

differential diagnosis of patients with febrile respiratory illness
who have been near pigs. Clinicians who suspect influenza virus

infecdon in humans with recenr €xposure to swine, should

obtain a nasopharyngeal srvab from the patient, place rhe swab

in a viral rransport medium, conmct their state or local health

department ro facilitare uansport and dmely diagnosis at a snte

public health laborarory and consider empiric neuraminidase
inhibitor antiviral treatment (4). CDC requests that state

public health laboratories send all suspected swine-origin

influenza A specimens to the CDC, Influenza Division, Virus

Surveillance and Diagnostics B ran ch Laboratory.

Early Release
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参考資料 7

鳥インフルエンザウイルス (H5Nl)の

変異株 (クレー ド2.3.2.1)の 発生について

FAO(国 際連合食糧農業機関)発 表 (2011年8月 29日)

概要 :

○高病原性鳥インフルエンザ(H5Nl)ウイルスの変異株がアジア内外にまん延する

兆しがあり、人の健康全のリスクも予測不可能な状況にあることから、FAO

は、本日、H5Nlウイルスの大規模な再興の可能性に対処するためt準備 ・監視

体制の強化を求めることとした。

○家禽や野鳥での H5Nlウイルスの集団発生は、ピーク時の年間約4000件から着

実に減つてきたが 2008年 頃から、件数が徐々に増え、地理的にも拡Aし 始め

ている。

○最近では、イスラエル、パレステナ自治区、ブルガリア、ルーマニア、ネパー

ル、モンゴルにおいて発生し、さらに懸念されることには、中国及びベ トナム

において、既存の家禽用のワクチンでは予防できない変異株 (クレー ド2:■_2.1)

が発生している。

○ベ トナムにおいてウイルスが循環していることは、カンボジア、タイ、マレー

シアの直接の脅威となるだけでなく、遠く離れた朝鮮半島や日本も危機にさら

し、野鳥の移動により他の大陸に拡がる可能性もある。

OH5Nlウ イルスが定着しているバングラデイシユ、中国、エジプト、インド、イ

ンドネシア、ベ トナムが、最も大きな問題に直面していると思われるが、どの

国も安全とはいえず、準備と監視が不可欠である。

WHO(世 界保健機関)発 表 (2011年8月 30日)

概要 :

OWHOで は、インフルエンザウイルスの変異をしつかりと監視しており、最近

‐報告のあつたH5Nlウィルスの変異株 (クレー ド2.3.2.1)についても把握して

いるが、現時点の情報では、当該変異株が、公衆衛生上のリスクを高めること

にはならないと考えられる。

OWHOの 専門家グループでは、人の健康に影響を与える可能性のある、動物や

人のインフルエンザウイルスの調査研究をしており、今回の変異株についても、

2011年2月時点で認識していた。

Oま た、WHOで は、あらゆる動物のインフルエンザウイルスについて、その公

衆衛生上のリスクを定期的に評価しているが、現時点の情報では、H5Nlウイル

スの人への感染はご少数かつ散発的であり、ほとんどが、家禽にH5Nlウイルス

が覚在している地域に限られていることから、今回の変異株の発見が、現在の
公衆衛生に影響を及ぼすことはないと考えられる。

- 1 -
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t OIE(国 際獣疫事務局)発表 (2011年8月31日)

概要 :

OoIEは 、鳥インフルエンザの変異をしつか りと監視 しており、H5Nlウ イル不

の変異株 (クレー ド2.3,2.1)に ついても認識 している。

○インフルエンザA に が生じていること

が知られており、 レニ ド2.3.2.1)の に

ばならないものではないが、動物のウイルスを継続的に監視することは、早い

段階でウイルスの変化を検出し、適切な対策を選択できるようにするために必

し、OoIEは 、鳥において積極的なサーベイラ:

発生 した場合には、国の獣医療対策として、速やかに報告し、菫塵歪二五上ユ

にすることを推奨する。

○人のインフルエンザワクチンと同様に、鳥インフリレエンザワクチンについても、

がある。中国ハルビン1こあ

IEレ フアレンスラボラ トリーでは、既に、実験によリクレー ド 2.3.2.1

しており、実用化されれ

ク レー ド2.3.2.1が同定されている国において利用されることになる。

OOIEと OFFLU(OIE/FAO合 同による動物インフルエ ンザの専F口家

ネ ッ トワーク)の ガイダンスは、動物インフルエンザの予防 と告1御は、人の健

康にもプラスの効果があり、極めて重要であることを示している。

○OFFLUは 、動物インフルエンザのデータをWHOに 定期的に提供しており、

ン フル エ ン の選択 に している。

要である。

る O

に
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l FAO(国 際連合食糧農業機関)発 表 (2011年8月 29日)

http://www.faO.org/news/story/en/item/87196/1code/

Bird Flu rears i ts  head asain 29-08-2011
Increased preparedness and survei  I  lance urged against  var iant  st ra in

Major  resurgenceH5N' l  poss ib le  2gAugust  2011,  Rome-FAOtodayurgedheightened

read iness and surve i l lance aga ins t  a  poss ib le  major  resurgence o f  the H5N1

High ly  Pathogenic  Av ian In f  luenza amid s igns that  a  mutant  s t ra in  o f  the dead ly

Bi rd  F lu  v i rus  is  spread ing in  As ia  and beyond,  w i th  unpred ic tab le  r isks  to

human hea I th.

The H5N' l  v i rus  has in fec ted 565 peop le  s ince i t  f  i rs t  appeared in  2003,  k i l l ing

331 of  them, accord ing to  l l ' IHO f igures.  The la test  death occurred ear l ier  th is

month in  Cambodia,  which has reg is tered e ight  cases of  human in fect ion th is

year -- a I  I  of them fata l .

S ince 2003 H5N1 has k i  I  led or  forced the cu l  I  ing

domest ic  pou l t ry  and caused an es t imated $20 b i  |  |  ion

the g lobe before i t  was e l  iminated f rom most  o f  the

i ts peak i  n 2006.

ｏ
ｆ

ｏ
ｆ

６３

more than .400 mi  I  l ion

economic damage across

countr i  es i  nfected at

However ,  the v i rus  remained endemic  in  s ix  nat ions,  a l though the number  o f

outbreaks in  domest ic  pou l t ry  and wi ld  b i rd  popu la t ions shrank s tead i ly  f rom

an annual  peak of  4000 to  just  302 in  mid 2008.  But  outbreaks have r isen

progress ive ly 's ince,  w i th  a lmost  800 cases recorded in  2010-2011.

V i rus  spread in  both  pou l t ry  and wi  ld  b i rds

At  the same t ime,  2008 marked the beginn ing of  renewed geographic  expansion

of  the H5N1 v i rus  both  in  pou l t ry  and wi  ld  b i rds .

The adyance appears to  be assoc iated wi th  migratory  b i rd  movements,  accord ing

to  FAO Chie f  Veter inary  Of f  i cer  Juan Lubroth .  He sa id  migra t ions he lp  the v i rus

t ravel  over  long d is tances,  so that  H5N1 has in  the past  24 months shown up

in  pou l t ry  or  w i ld  b i rds  in  count r ies  that  had been v i rus- f ree for  severa l

yea r  s .
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" l f f i ld  b i rds  may in t roduce the v i rus ,  but  peop les '  ac t ions in  pou l t ry  product ion

and market ing spread i t ,  "  Lubroth noted

Recent ly  a f fec ted areas are  to  be found in  Is rae l  and the Pa les t in ian

Terr i to r ies ,  Bu lgar ia ,  Romania ,  Nepal  and Mongol ia .

A fur ther  cause for  concern,  Lubroth sa id ,  is  the appearance in  China and Viet

Nam of  avar iant  v i rus  apparent ly  ab le  to  s idestep the defences prov ided by

ex is t ing  vacc ines.

In  V ie t  Nam,  which suspended i ts  spr ingt ime pou l t ry  vacc inat ion campaign th is

year, most of the northern and central parts of the country -- where H5N1 is

endem i c --  have been i  nvaded by the new v i  rus stra i  n, known as H5N1 - 2. 3. 2. 1 .

H ieh a ler t .

V ie t  Nam's  veter inary  serv ices are  on h igh a ler t  and repor ted ly  cons ider ing

a nove l ,  ta rgeted vacc inat ion campaign th is  fa l l .  V i rus  c i rcu la t ion  in  V ie t

Nam poses a  d i rec t  th reat  to  Cambodia ,  Tha i land and lv la lays ia  as  wel l  as

endanger ing the Korean pen insu la  and Japan fur ther  a f  ie ld .  l t t l i ld  b i rd  migra t ion

can a lso spread the v i rus to  o ther  cont inents .

"The genera l  depar ture f rom the progress ive dec l  ine observed in  2004-2008 could

mean that  there  wi l l  be  a  f  la reup o f  H5N1 th is  fa l l  and win ter ,  w i th  peop le

unexpected ly  f ind ing the v i rus  in  the i r  backyard, "  Lubroth  sa id .

The count r ies  where H5N1 is  s t i  |  |  f i rmly  ent renched -  Bangladesh,  Ch ina,  Egypt ,

Ind ia ,  Indones ia  and V ie tnam -  are  l i k ; ly  to  face the b iggest  prob lems but  no

count ry  can cons ider  i tse l f  sa fe ,  he sa id .

"Preparedness and surve i I lance remain  essent ia l , "  Lubroth  under I ined.  "Th is

is  no t ime for  complacency.  No one can le t  the i r  guard down wi th  H5N1."
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2 WHO(世 界保健機関)発 表 (2011年8月 30日)

http://wwwo WhO. int/influenza/human_animal_intёrface/avian_influenza/h5nl-2

011_08_30/en/index.html#

Evolu t ion o f  H5Nl  av ian in f  luenza v i rus  does not  increase r isk  to  pub l ic  hea l th

30 August  2011 - -  WHO c lose ly  moni tors  the evo lu t ion  o f  in f luenza v i ruses and

is  aware o f  recent  repor ts  o f  an H5N1 v i rus  (descr ibed as  H5N1 c lade 2 .3 .2 .1)

c i rcu la t ing  in  pou l t ry  in  par ts  o f  As ia .  Based on ava i  lab le  in format ion,  th is

evo lu t ion  o f  the H5N1 v i rus  poses no increased r  isk  to  pub l  ic  hea l th .  I t  i s

not  cons idered unusua l  because in f luenza v i ruses are  constant ly  evo lv ing,

espec ia l  l y  in  areas where they c i rcu la te  regu lar ly  in  pou l t ry .

The WHO Global  In f l  uenza Surve i  I  lance and Response System, the group of  exper ts

that  s tud ies an imal  and human in f luenza v i ruses that  may impact  human heal th ,

recogn ized th is  new c lade in  February  2011.

WHO a lso rout ine ly  assesses the pub l ic  hea l th  r isk  f rorn  a l l  an imal  in f  luenza

v i ruses.  Based on ava i lab le  in format ion,  the ident i f i ca t ion o f  th is

newly- repor ted H5N1 v i rus  c lade does not  change the cur rent  pub l ic  hea l th

impl ica t ions o f  the H5N1 av ian in f luenza v i ruses for  humans.  Human cases o f

HsN1 in fec t ion remain  rare  and sporad ic  events ,  occur r ingmost ly  in  areas where

H5N1 v i ruses c i rcu la te  regu lar ly  in  pou l t ry .  Human cases cou ld  occur  wherever

the v i ruses are present  in  poul t ry  and when humans mieht  be exposed to  in fected

b i  rds or contam i nated env i  ronments.
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3 01E(国 際獣疫事務局)発 表 (2011年8月 31日)

http://WWW.01e. int/for―the―media/pr,ss―releases/detall/article/avian―influ

enza―h5nl―clade-2321/

Avian influenza H5Nl clade 2.3.2.1

par  is ,  3 l  August  2011 -  OlE c lose ly  fo l  lows the evo lu t ion  o f  av ian in f  luenza

in  domest ic  and wi ld  b i rds  around the wor ld ,  and acknowledges the recent

ident i f i ca t ion o f  an H5N1 v i rus  descr ibed as  c lade 2 .3 .2 .1 .

Smal l  genet ic  changes are  known to  rout ine ly  occur  in  in f luenza A v i ruses,

inc lud ing those that  may af fect  humans or  an imals .  The emergence of  the H5N1

vi rus ,  such as  c lade 2 .3 .2 .1  is  one o f  such genet ic  muta t ions tak ing p lace as

par t  o f  the natura l  evo lu t ion  o f  the v i rus .  Th is  is  not  immedia te  cause for

a ler t  but ,  as wi th  the emergence of  any new st ra in ,  re in forces the need for

susta ined moni tor ing o f  v i ruses in  an imal  popu la t ions so that  changes in

v i ruses c i rcu la t ing  in  the f ie ld  are  detec ted a t  an ear  l ies t  s tage and that

most  appropr ia te  d isease cont ro l  s t ra teg ies are chosen to  best  protect  an imal

and pub l  ic  hea l th .

0 lE recommends keep ing up wi th  ac t ive  surve i  I  lance in  b i rd  popu la t ions,

encourag ing nat iona l  Veter inary  Serv ices to  be prepared to  qu ick ly  repor t  and

respond to  unusual  an imal  d isease events  that  may represent  more ser ious

d isease in  an imals  or  that  may pose increased r isk  to  humans '

As is  the case wi th  human in f luenza vacc ines whose composi t ion needs to  be

rev iewed every year ,  av ian in f luenza vacc ines need to  be regular ly  tested to

check whether  they e f fec t ive ly  combat  the v i ruses c i rcu la t ing  in  the f  ie ld .

0 lE Reference Laborator ies  and o ther  par tner  laborator ies  are  ac t ive ly

invo lved in  ongoing surve i  I  lance and development  o f  good qual  i ty  vacc ines that

match the v i ruses of  concern.  The 0 lE Reference Laboratory  in  Harb in ,  China,

has developed a nev l  vacc ine seed s t ra in  that  exper imenta l ly  protects  poul t ry

f rom the ident i f  ied  H5Nl  v i rus  crade2.3 .2 .1 .  Th is  vacc ine,  once ava i lab le  for

f  ie ld  use,  w i l l  be  used in  count r ies  where H5N1 v i rus  c lade 2 .3 .2 .1has been

ident i f ied .  Regis t ra t ion  and manufactur ing o f  a  pou l t ry  vacc ine wi th  the new

seed s t ra in  is  in  Progress.
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OlE and 0FFLU's  gu idance on ear ly  detec t ion and rap id  response to  an imal

d isease events  prove cruc ia l  in  the prevent ion and cont ro l  o f  an imal  in f luenzas,

wi th  pos i t ive  impl ica t ions for  human hea l th .  0FFLU is  a  io in t  0 lE/FAI  wor ldwide

network  o f  exper t ise  on av ian in f  luenza.  I t  a lso  prov ides an imal  in f  luenza data

to  the Wor ld  Heal th  0rgan izat ion regu lar ly  to  ass is t  w i th  the se lec t ion o f

cand idate  in f luenza vacc ines for  humans.
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influenza宙 rus is“ 薔“ :■ たSttl_1

lSOurCel uS NatiOnal Library of Medicine′
fu‖texti(LINK).Abstract′edited.]

,VirOt・201l Aug 31.[Epub ahead of printl
The M segment ofthe 2009 new pandenl:cH■ N■ inf:uenza virus IS

critical for its high transnliSSiOn efficiencv in the guinea pig model.

ChO■YY′Albrc二飩_路′PiCa N′Lowe■ムC′Rl亜 ]A′Saria.SastQA′ PacSeP′

Hal R.

Source

Depattment of Microbiology.

Abstract

A remarkable feature of the 2009 pandemic H1N1 influenza virus is i ts

.fri.i".t ti.nsmissiUitity in humans compared to precursor strains from the

triple reassortant swine inf luenza virus l ineage, which cause only sporadic

iniections in humans. The viral components essential for this phenotype have

not been fulty etucidated. In this study, we aimed to determine the viral

factors cri t ical for aerosol transmission of the 2009 pandemic virus' Single or

mult iple segment reassortments were made between the pandemic

n/CaiiforniaTO4/Og (H1N1) [CaUO9] virus and another H1N1 Strain A/Puerto

Rico/8/3a (H1N1) t i tnel. these viruses were then tested in the guinea pig...

. modet to understand *nicn segment of Cal/09 virus conferred transmissibility

to the poorly transmissible PRB virus. we confirmed our f indings by

t"n "ruiin 
g iecom bi nant A/swi ne/Texas/ 1998 (H 3 N 2) [sw/Tx/98] vi rus, a

iepresentitive triple reassortant swine virus, containing segments of the

cal/09 virus. The data showed that the M segment of the ca!/o! virus

promoted aerosol transmissibility to recombinant viruses with PR8 and

sw/Txlg8 virus backgrounds, suggesting that the M segment is a critical

factor supporting the transmission of the 2009 pandemic virus.

PMID : .
2L880744
[PubMed - as supplied by publisher]
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Centers for Diseose Control ond Prevention
CDC 2d/l: $caing Ur,tri. Proteclins Pocple. $cving fr,loney ll'uough Pre.!'6rlrisr't.

"Have You Heard?"

Archive: 201012009 (media/havnrouheard/2009.hnnlll2008 (/medialhaveyouheard/2008.hfirn

Recent media coverage stemming &om a Food and Agriculture Organization (FAO) Ue$Uelea€g
ftttp://www.fao.org/news/story/eMtern/87196/icode0 has contained misleading infonnation about highly
pathogenic avian influenza A (H5Nl) viruses ('H5N1") in Asia. Some of that media coverage has
implied that there is a new, mutant variant H5Nl virus ftat is spreading in Asi4 and that the risk to
human health posed by this H5Nl virus has somehow been recently and dramatically raised. This is
not tue.

Highly pattrogenic (deadly) avian influenzaA (II5NI) virus infections in poultry and wild birds, )A'qffi{}rlb ,' 'X*$
resulting in high mortality, have been detected in Asi4 the Mddle East Europg and Africa since December of 2003. Cunenfly,
H5NI viruses are widespread in poultry and wild birds in many countries in Asia, but rarely infect humans. When humans become ill
with H5Nl virus infectio4 severe illness and death may occur. Sporadic human cases mainly occur after contast with infected poultry
that were sick or dea4 and have been reported in 15 countries. Like all influenza viruses, HSN1 viruses continue to evolve. The
Centers for Disease Control and Prevention (CDC) &ttp:/Avww.cdc.eov/fluAneeklv/overview.htm). tho World Health Organization
fttQ://www.who.intten4 (IVHO), World Organization for Animal Health fttto://www.oie.i$A (OIE), and Food and Asicultug
Oreanization &to:/ vww.fao.org^ of the United Nations (FAO) conducf routine suryeillance to monitor influenza vinrses, including
H5Nl viruses, for changes that may have implications for animal and public healttu CDC and WHO surveillance efforts are geared
toward human health. FAO and OIE are concerned with issues affecting food and agricultrre.

Over time, H5Nl viruses have evolved into different groups, called "clades." Since 2007,12 different clades ofH5Nl viruses have
been identified. The FAO report and zubseque,nt media stories focused on an HfNl virus that has been given a nomenclature (name)
of 'clade 2.3.2.1". However, this virus is not new. It was first detected in poultry during 2009 in Vietnam and evolved from viruses
that had previously been circulating in Vieuram since 2005.

CDC has been watching the evolution of all H5N1 viruses closely. Changes in viruses that WHO and CDC look for specifically are
those that could increase the threat to human health. There is nothing to indicate that clade 2.3.2.1 viruses pos€ any greater tlueat to
1tumflr heslth rhan any of the other H5Nl viruses. The clade 2.3.2.1 viruses are very active viruses and are spreading more widely in
poultry and wild birds. While this increases the possibility of human exposures to infected birds or poultry, it does not incrpase their
ability to infect and hansmit between people. However, as pad of dre U.S. govemment's pandemic preparedness activities, a2.3.2.1
vaccine virus candidate to protect humans egainst tftis virus already has been created so that vaccine production could begin rapidty if
this virus were to change to infect humans and spread easily from person to person. The vaccine virus candidate is an exact match to
currently circulating 2.3.2. I viruses.

CDC does not believe the risk from H5Nl to humans has increased; however, the evolution ofH5Nl viruses has implications for the
poulty industry in pars of the world where H5Nl viruses are widespread among poultry. In many of these countries, poultry is
routinely vaccinated to protect against infection with H5Nl viruseq which is frequently deadly to them. Vaccination of poultry
against avian influenza viruses is a tool used to protect a food asset. The FAO report was drawing attention to the fact thaf the H5Nl
poultry vaccines currently being used in Vietnam do not protect poultry against the new H5Nl clades. This is because the vimses have
evolved since the H5Nl poultry vaccine viruses were chosen in 1996. While this development highlights the importance of updating
the antigen composition of all influenza vaccines, it does not bave any bearing on the issuc of protecting humans from this virus.

In summary, H5Nl influenza viruses have been circulating among birds for many years, some are highly pathogenic, and infections in
humans ar€ uncourmon. There have been no recent changes that pos€ any additional risk to humans.

More information on avian influenza can be found on the WHO website fttto://www.who.inVcsr/disease/avian influenza/crlindo<.htnD at
htto:/hvlvw.who.inVcsr/disease/avian-influenza/en/index.htnl 6up://www.who.inVcsr/disease/avian influenza/en/index.htnt)

. Hisforical Document 201I

' Content source: Of6ce of the Associate Director for Communication (maitto:media@cdc.eov&subjecFNewsroom:%
20Website)

. Notice: Links to non-governmental sites do not necessarily represent the views of the CDC.

Centersfor Disease Control atd Prevention 1600 Clifron Rd" Atlante GA 30333, USA
800-CN-NFO (800-232-4636) TW: (888) 232-6348, New Hours ofOperationsam-8pm ET/IuIonday-Friday
Closed Hol idays - cdcintb{dcdc. sor
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盟 咆

鐘鶴轟鑢警緑1鑢1警議%麟1嬢1繭1嬢1鑽轟畿轟競鸞繭繭繭は轟鷺書轟嚢議:|

隆輪輔夢慇饗 議魏醸 轟機驚難 ◎f re罐 購畿s驚

Internal ECDC decision′30 August 2011.

晰蟻利鶴毬鶴畿畿書驚鶴撼議鰺攣畿
Repoft to the media from the Food and Agriculture Organization of the United Nations (FAO) on 29 August 2011,
warning of a possible resurgence of highly pathogenic avian influenza A(H5N1) and the emergence of a new
variant of the virus (H5N1 2.3.2.1) in China and Viet Nam, not necessarily covered by the existing vaccines for
poultry.

鐘◎嬢鰺議書驚畿は 難x貯 奪醸Is

Elizabeth Mumford―Wodd Heath Organiza● on

■mm Harder′David Swayne′Ian Brown-OFFLU OIE/FAO Network of expertise on animllinluenza

」uan LubЮth―FA0

Matton Koopmans― RIVM(Nauonal lnsttute for Public Heatth and the EnviЮnment)′the Nethe‖ands.

@ European Centre for Disease Prevention and Control, Stockholm, 2011

又汎魏削檄 雉鷺鯰輌A鶴撃褻SS閲 護輔軍
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Septerttber 20■ 1、

診:settse怒譲c難蓼『醸輔漁感鶯購褥『鶴議驚:o鐘
Influenza virus type A(H5N1) is a group of avian viruses that are highly pathogenic and very infectious for a
number of bird species, including most domestic poultry species kept by humans. Since 1997, the highly
pathogenic avian influenza (HPAI) virus A(H5N1) has affected poultry, initially in the Far East and later in pafts of
Europe, the Middle East and Africa. The infection is considered entrenched at least in parts of Bangladesh, China,
Cambodia, Egypt, India, Indonesia.and Viet Nam and has been reported intermittently in othercountries. In
Europe, the latest recorded events date from 2010, when a large number of wild birds were found dead in the
Tyva Republic of the Russian Federation, two backyard poultry outbreaks occurred in Romania and a common
buzzard tested positive for the virus in Bulgaria. No events have been reported in 2011 so far.

To date, the virus is poorly adapted to the human species so that it only rarely causes illness in those exposed to
it. For the few people that do become infected, the A(H5N1) virus can be highly virulent and the moftality rate has
been significant (over 50o/o). Although human-to-human transmission has occurred, it is as yet inefficient (the R0 is
well under one) which also reflects the poor adaptation of the virus to humans.

Since 2003, and as of 19 August 2011, 565 human cases with 331 deaths (fatality rate 58.60/o) have been reported
to the World Health Organization (WHO). These confirmed human cases of avian influenza A(H5N1) have been
repofted in 15 countries. The majority of cases occurred in the major risk group of people who have contact with
domestic poultry, especially in households or contaminated environments. So far during.2011 (as at 19 August)
WHO has reported 49 cases and 25 deaths from four different countries: Bangladesh (two cases - no deaths),
Cambodia (eight cases - eight deaths), Egypt (32 cases - 12 deaths) and Indonesia (seven cases - five deaths).
No clusters have been reported in 2011, apartfrom two motherand child pairs, one in Indonesia and one in
Cambodia, probably due to dual environmental exposure.

轍警畿濃驚漑嬢鏡雉膵難鸞蓼嬢ぽ 鵞魏警蝙『書鶴撥鼈鵞埒鶏

On 29 August, the Food and Agriculture Organization of the United Nations (FAO) published a press release
warning of 'a possible major resurgence of the H5N1 Highly Pathogenic Avian Influenza amid sign3 that a mutant
strain of the deadly Bird Flu virus is spreading in Asia and beyond, with unpredictable risks to hurnan.health', The
article refers to an increase in the number of outbreaks in domestic poultry and wild bird populations since July
2008, mainly in Asian countries, after a steady decrease had been noted in the previous period.

顧睫魏盆 礼儀鍮議醸浴議鰺hA艤 鰺畿鰺饉爾傷醸輔驚鰺 『驚糀畿

畿襲ポ◎拶罐醸鶴 檸鶏鷲◎攣

The true level of infection and distribution of A(H5N1) among poultry and wild birds is difficult to determine
because of inherent weaknesses in surveillance and laboratory capacity in many countries, especially those with
limited resources. The same applies to human cases.

It is recognised that any apparent increase in the number of outbreaks in domestic poultry and wild bird
populations or changes in the distribution of the outbreaks is impoftant and needs to be monitored. However, from
a human health perspective, there are currently no indications of any significant change in the human
epidemiology associated with any clade or strain of A(H5N1). This is based on the absence of human-to-human
transmission, and on the observation that there is no apparent change in the size of clusters or reports of chains of
infection. For this reason, the conclusions from the risk assessment published by ECDC in 2006 remain valid. The
main points are:

. Transmissibility of A(H5N1) viruses to humans is still considered very low, requiring high infectious doses or
some other, as yet unknown, variable;

. There is no evidence of the virus having become more adapted to humans;

. The direct risk to the health of the European population from A(H5N1) is very low and is mainly concentrated in
persons with domestic or pet poultry.

The reported emergence of a new lineage of A(H5N1) follows the pattern observed since the first detection of
these pafticular viruses in 1995. Since then, A(H5N1) viruses have evolved into different lineages, reflecting the
widespread occurrence of infections in animals. This stresses the impoftance of adequate surveillance, regardless
of the vaccination status of animals.

In EU Member States surveillance for highly pathogenic avian influenza in poultry is strong and is carried out on a
continuous basis. ECDC is closely monitoring the situation, both in the EU and worldwide, and will regularly
reassess the potential for a change in the A/H5N1 risk to humans.
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騨 彎摯や鮮貯難

C参鶏c警購s憾ゅ幾s

Any recently observed increase in the number of outbreaks in poultry and w‖d bird popu!ations and the emergence

of different‖neages of the virus does not change the current EU risk assessmentin relation to highly pathogenic

a宙an inluenza A(H5Nl)in humans and thお HSkも still congdered to be very low.
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INFLUENZA(50):AUSTRALIA(NEW SOUTH Ⅶ ALES),H275Y MUTATION CLUSTER
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A ProMED‐ IIlail post
くhttp7/wwwiprOmedmail.org>   :
ProMED‐ Inail is a program Ofthe lnternational Society for lnfectious Diseases
<http://ww、こisid.orP

Date:Thu 24 Aug 2011
From:Kate HardieくKate.Hardie@hnehealth.nsw.govau>

A duster of oseltamivir‐resistant A(HlNl)2009 influenza cases with onset between May and

August 201l has been detected in the Hunter region of New South Wales(NSWl,Australia.

Viruses from 25 of 184(14 percent)ハ (HlNl)2009 cases from the Hunter New England
region exhibited highly reduced oseltalnivir sensitivity due to the H275Y substitution in the
neuraminidase.The H275Y mutation is a wёll‐established Substitution previously reported
to confer oseltamivir resistance in Nl neuranlinidases and was present in the widespread

os91tam市ir resistant pre‐pandemic seasonal A(HlNl)virus.

15 ofthe lst 16 cases lived within a 50‐ knl radius of the regional centre of Newcastle.16 of
the 25 patients have been interviewed,and none had received oseltanlivir prior to influenza
specimen collection.Only 5 were hospitalised at the time of specimen collection.None ofthe
16 had a histbry of imlnune suppressioni 3 cases were pregnant.No one was adΠlitted to
ICU or had a fata1 0utcome.Further interviews with cases and viF010gical ahalyses are
ongolng.

Comlnunicated by:
Kate llardi6
Hunter New England Population H[ealth
NS｀配 Australia                 ・
くKate.Hardie@hnehealth.nsw.蒼 ov au>

Aeron Hurt

WHO Collaborating Centre for Reference and Research on lnfluenza
Mё lbourne,■牲ustralia

Noelene Wilson

Nicole Gehrig HunteF Area Patho10gy Service
NS 配` Australia

[ProMED‐ 五ail thanks Kate Hardie and colleagues for communicating the discovery of this
cluster of oseltamivir‐resistance cases in the Hunter region of New South Wales.

According to the most recent WHO weekly update on oseltam市 ir resistance in influenza
A(HlNl)2009 viruses,dated 13」 u12011,the cumulative total of cases since Apri1 2009 was
565.It was concluded that the Overall incidence of viruses resistant to antivirals remained
very low,with no recent reportO of case clusters.The precedingぬ port from New South
Wales is signiicant in this reSpect.

A map ofthe Hunter Valley region of New South Wales can be accessed
at:<httpブ/wttwsvdney‐australia.biz/maps/hunter‐vallev‐map.phD>.‐ ModoCP]

[see also:Inftuenza(40:WHO update 20110716.21551
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